
一級建築士　第　123921　号

黒木　博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課
S-01

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3:NO SCALE構造設計特記仕様(1)

・修正箇所は下線を引くこと

設計及び工事に適用する。

コンクリートと、JIS G 3112に規定するSD295A、SD295B、SD345、SD390およびSD490の鉄筋

（２）仕様書等の優先順位
設計図書および仕様書の優先順位は以下による。

①特記仕様

③標準図（鉄筋コンクリート構造配筋標準図など）

④建築工事標準仕様書・同解説（日本建築学会）等

１．本仕様の適用範囲

（１）建築場所

必要 必要としない（３）構造設計一級建築士の関与

（４）階数

（７）屋上付属物

（８）設計荷重
(a)主な積載荷重

（１）本仕様の適用範囲

Fc = N/㎜2

スランプ ㎝
(スランプフロー)部位

品質基準強度
Fq = N/㎜2

比 重
γ = kN/m3

煙突　　　m広告塔     kNキュービクル     kN

（２）コンクリートブロック（　 JIS A 5406)

捨てコンクリート

土間コンクリート

中庸熱ポルトランドセメント普通ポルトランドセメント

細骨材の種類

水の区分

構造体コンクリート強度を
保証する材齢

砕石砂利

地下水

砕砂

工業用水

材齢（ 28日 56日 91日 　　　）

養生（ 標準 現場水中 現場封かん ）

粗骨材の種類

単位水量

混和剤

水道水

270㎏/m3以下

高性能減水剤

単位セメント量

空気量

塩化物量

水セメント比

185㎏/m3以下 175㎏/m3以下

0.3㎏/m3以下

AE減水剤

砂 山砂

65％以下

柱

柱

床版

柱 梁 壁

床版

柱 梁 壁

床版

柱 梁 壁

（３）鉄筋
種　類 使用径㎜ 備　考使 用 箇 所鉄　筋

異形鉄筋
(JIS G 3112)

溶接金網
(JIS G 3551)

685

785

大臣認定番号

高強度せん断補強筋

A種 B種 C種 厚 100 120 150 190 使用箇所( )

３．使用建築材料表・使用構造材料一覧表

（１）コンクリート

有 無 (調査計画 有 無)

適用箇所

セメントの種類

水平地盤反力係数の測定

試験堀(支持層の確認)

スウェーデン式サウンディング

調 査 項 目 資料有り 資料有り 調査計画 資料有り 調査計画調査計画 調査項目調査項目

ボーリング調査

土質試験

平板載荷試験

現場透水試験

静的貫入試験 標準貫入試験

物理試験

液状化判定

ＰＳ検層

注1）SD490をガス圧接する場合は施工前に試験を行うこと。

（１）地盤調査資料と調査計画

２．建築物の構造内容

（２）工事種別
増築 改築新築

低熱ポルトランドセメント

( 敷地内 近隣)

４．地　　盤 ６．鉄骨工事（施工方法等計画書）

７．設備関係

（２）工事監理者の承認を必要とするもの

※一社）日本鋼構造協会「建築構造用鋼材の品質証明ガイドライン」の規格証明方法、またはミルシート。

日本建築学会「JASS6 2015年度版」「鉄骨精度検査基準」「鉄骨工事技術指針」

鉄骨製作管理技術者登録機構「突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」

製作工場 製作要領書 工作図 施工計画書

一社）日本鋼構造協会「建築鉄骨工事施工指針」

（　 印以外の項目の検査結果については、工事監理者に報告すること)

社内検査表

組立・開先検査 製品検査 建方検査

（３）工事監理者が行う検査項目

現寸検査

平成12年建設省告示第1464号第二号 イ、ロ

鉄骨造等の建築物の工事に関する東京都取扱要綱

日本建築学会「溶接工作規準、同解説Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ、Ⅶ、Ⅷ、Ⅸ」

（４）接合部の溶接は下記によること

検　査　箇　所
検査率又は検査数

工事監理者第三者受入検査工場自主検査
備　　考検　査　方　法

(突合せ溶接)
外観検査（※）

超音波探傷検査

硬さ試験

示温塗料塗布

外観検査（※）

マクロ試験・その他

個

個

個％

個％

個

個％

個

個

個％

個％

個

個％

個

個

個％

個％

個

個％

第三者検査機関名 (都知事登録　　　　号)

第三者検査機関とは、建築主、工事監理者又は工事施工者が、受入れ検査を代行させるために自ら契約した
検査会社をいう

※平成12年建設省告示
第1464号第二号による

(目視及び計測)

(注)東京都の要綱に

基づき必要となる建築

物の場合に実施する

注１）現場溶接部については原則として第三者検査機関による全数検査とし、外観検査、超音波探傷検査を100％行うこと。

注２）知事が定めた重大な不具合が発生した場合は、是正前に対応策を建築主事等に報告すること。

溶接部の検査（検査結果は工事監理者に報告すること）

軸力導入試験 要 否 高力ボルトすべり係数試験 要 否

日本建築学会「鉄骨工事技術指針　工事現場施工編」

一次締め後にマーキングを行い、二次締め後そのずれを見て、共回り等の異常が無いことを確認する。

（５）接合部の検査

(フォースター　F☆☆☆☆)JIS K 5621、 JIS K 5674、JIS K 5625、ペイントは、

現場における高力ボルト接合部及び接合部の素地調整は入念に行い、塗装は工場塗装と同じ錆止め

ペイントを使用し、２回塗りとする。

を使用し、２回塗りを標準とするが、実状に応じて決定すること。

（７）耐火被覆の材料

防錆塗装の範囲は、高力ボルト接合の摩擦面及びコンクリートで被覆される以外の部分とする。錆止め

（１）鉄骨工事は指示のない限り下記による

鋼材 高力ボルト 特殊ボルト 頭付スタッド

完全溶込み溶接部

コンクリート用棒鋼を用いる高さが 60 m 以下の鉄筋コンクリート構造、鉄骨造等建築物の

②設計図（伏図、軸組図、部材リスト、詳細図など）

（レディーミクストコンクリート JIS Q 1001,JIS Q 1011,JIS A 5308)

注2）各継手の使用詳細については本仕様その2の9.(2)鉄筋の項の鉄筋継手の項に　 にて表示すること。

検査
内質

(注)

トルシア形高力ボルトは二次締め後、マーキングのずれとピンテールの破断を確認する。

（６）防錆塗装

本特記仕様及び配筋標準図は、設計基準強度が 18N/㎜2以上 60N/㎜2以下の

高架水槽     kN

消防タンク 避雷針 ＴＶアンテナ

地 震 用架 構 用室　　名

設計基準強度

梁

梁

壁

壁

床版

床版

階
備　考

重ね継手(D10～D16)

ガス圧接継手

機械式定着工法

(D19以上)

55％以下

注）上記表中の資料が有るもの、調査計画が有るものに○を記入する。

５．地業工事

（２）ボーリング標準貫入値、土質構成 (基礎・杭の位置を明記すること)

20 30 40 50 60

土　質

10

標準貫入試験
Ｎ
値

○調査地番

○位置図

ついてのコメント

○備考（土質試験の内容等）

設計地番とは約　　ｍの距離がある

○近隣データの調査地番と

○孔内水位

ＧＬ－　　　ｍ

注）地盤調査及び試験杭の結果により、杭長さ、杭種、直接基礎の深さ、形状を変更する場合もある。

深
度
(m)

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

1

0

○支持地盤、地層及び深さに

（１）直接基礎 布基礎 独立基礎

有載荷試験

浅層混合処理工法 深層混合処理工法

注）「建築物のための改良地盤の設計及び品質管理指針：日本建築センター2002」を参考とする

（２）地盤改良

（３）杭基礎

施　工　法材　料

コンクリート杭
場所打ち コンクリートFc

スランプ ㎝以下

セメント量 ㎏/m3

㎏/m3単位水量

オールケーシング

リバースサーキュレーション

拡底杭

鋼管補強杭

拡頭・拡底杭

アースドリル

深 礎 手掘

機械掘

N/㎜2

ベタ基礎

杭　種

認定

第　　　　　　号

年　　 月　　 日

備　考

無

杭仕様

試験杭

既製杭・杭種 施 工 法

鋼材

鋼材

材　料

コンクリート

コンクリート

種　 類

埋め込み

備　考

打ち込み

Hyper-MEGA工法

杭種・杭径・杭長 杭長 設計支持力(kN/本) 本数 基礎符号

　適用は 印を記入する。

4.0～6.0％

国住指第2071-1号

H29年12月12日

大臣認定TACP-0527FC105

FC123

(N/㎡)

100％

100％

30％ 30％

30％ 30％

１８ １５

１５

※設計が該当する場合には 印を記入する。

・建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の場合は
鉄製の支枠を設けたものを除き、90㎝以下とすること。

風圧、土圧、水圧並びに地震その他の振動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とすること。

建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等有効な管の
損傷防止のための措置を講ずること。

管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手は又は可撓継手
を設ける等の有効な損傷防止のための措置を講ずること。

管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震その他の震動
及び衝撃の緩和のための措置を講ずること。

煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを5㎝以上とした鉄筋コンクリート造
又は厚さが25㎝以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック造とすること。

法第２０条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上水槽等にあっては、平成12年建設省告示第1389号に
より、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して構造耐力上安全なものとすること。

給湯設備*は、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造にする
こと。満水時の質量が15㎏を超える給湯設備については、地震に対して安全上支障のない構造として、
平成12年建設省告示第1388号第5に規定する構造方法によること。

建築設備(昇降機を除く。)、建築設備の指示構造部及び緊結金物は、腐食又は腐朽のおそれのないものと
すること。

建築物に設ける給水、排水その他の配管設備(給湯設備*を除く)は、

*「給湯設備」:建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備で、屋上水槽等のうち給湯設備に該当するものを除いたもの。

屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの(以下「屋上水槽等」)は、支持構造部又は
建築物の構造耐力上主要な部分に、支持構造部は建築物の構造耐力上主要な部分に緊結すること。

８．その他

法第20条第三号ロ（ S造 4 階建以上RC造高さ 20 m超 木造高さ 13 m超 その他 )

（４）鉄骨
種　　類 現場溶接 JIS規格・認定番号等使用箇所

頭付スタッド(JIS B1198)

使用箇所( 柱 大梁 小梁)

使用箇所( 柱 大梁 小梁)

SN400B

SN490B SN490C

SS400 SS490

SM400A SM490A

BCR295 BCP235 BCP325

SSC400

JIS G 3136

JIS G 3136

JIS G 3350

JIS G 3106

JIS G 3101

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

SN400A SN400C

JIS G 3444STK490STK400STKR400

溶接材料 JIS Z

（５）ボルト等
高力ボルト

( M16, M20, M22, M24, )

( M22, M24, )溶融亜鉛めっき高力ボルト F8T 大臣認定番号(　　　)

S10T 大臣認定番号(　　　　　)F10T(JIS B1186)

M16, M20,

（９）構造計算ルート

(b)1次設計用地震力

(c)風荷重

(d)雪荷重

(e)特殊の荷重及び仕上材

受水槽     kN エスカレーター

Co＝

地表面祖度区分

垂直積雪量    ㎝

基準風速　Vo＝　　　　m/sec

材料規格証明書※、または試験成績書

認定または登録工場（大臣認定　S　H　M　R　J　グレード 都登録　T1　T2　T3　ランク)

大臣認定品 認定番号 MSTL-0391

諸官庁への届出書類は遅延なく提出すること。

各試験の供試体は公的試験機関にて試験を行い工事監理者に報告すること。

必要に応じて記録写真を撮り保管すること。

構造設計特記仕様(１)

高力ボルトの検査（検査結果は後日工事監理者に報告すること）

0.200

設計用雪荷重      kN/㎡30

令第129条の2の3の事項

地下　　階　　　地上　　階　　　塔屋　　階4

床  用

材　　種 使用箇所型式 厚 その他 仕様・構法

Pca版

床版壁

床版壁

スライド

ロッキング

ボルト止め

ハーフPca版

厚金属成形パネル

厚

床版屋根特殊ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ 　 大臣認定(　　 ) 型式　　　厚

床版QL-99-50-1.2ＱＬデッキ

屋根ＧＬ鋼板タテハゼ葺き

（11）付帯工事

（12）特定天井

（13）屋根、床、壁

門塀 擁壁 駐輪場 機械式駐車場

有 無

（10）一次設計時用層間変形角 (構造計算書参照)

0.6 (積雪荷重割増係数α=1.000)

38

H= 　 　　厚

地中梁基礎

床版

地中梁基礎

床版

１８

１８

SD295 D10～D16 全て

SD345 柱、梁、基礎梁

杭頭補強筋

U10.71275

ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ 6φ×150×150 屋根

柱

大梁(端部)・片持梁

大梁(中央)・小梁

ABR400 M  　  　L＝　  　㎜

M  　  　L＝　  　㎜SS400

4.8(4T)ボルト(JIS B1180) M12　　

シングル、 ダブル)ナット( (JIS B 1220)

シングル、 ダブル)ナット(

アンカーボルト(ISベース工法及び同等品) ※鉄骨柱部材リストによる

ハイベース、ベースパック、ＮＣベース、ＩＳベース及び同等品

露出型弾性固定柱脚工法(大臣認定品又は日本建築センターの評定品)は下記による。
・設計断面を満足できる工法で下記メーカーのいずれかとする。

φ＝　　　　L＝　㎜

JP-NPH

SKK490

A種 B種 C種

( 打 ち 込 み 載 荷 孔壁測定) 1本

施工計画書承認

( 無)

杭施工結果報告書

有・ ※試験杭は本杭の1本目とする。

（杭種・杭仕様は別図参照）

（８）溶融亜鉛メッキ処理
メッキの種類と付着量

JIS H 8641 2種 HDZ 55

(板厚6㎜以上)

2種 HDZ 45

(板厚3.2㎜以上)

2種 HDZ 35

(板厚1.6㎜以上)

※工事規模に応じたグレード以上の認定工場

構造計算書参照

１８

大梁(端部)・ﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ

Ⅲ

鹿児島県鹿児島市吉野町5003番地

（５）構造種別

該当階等

鉄骨鉄筋コンクリート造(SRC) 　階～   階

免震建物

制震建物

塔状建物

構造種別

鉄筋コンクリート造　　(RC)

鉄骨　　　　　　　　　(S)

架構特徴等

基礎

1　階～   階R

1　階～   階R

（６）主要用途
共同住宅 病院 店舗事務所 倉庫

太陽光発電設備

 Ｘ方向 ルート3　　　　Ｙ方向 ルート1

Ｓ－０７による

柱

SD390 D32

D19～D25

φ＝   　 　L＝  ㎜

深さ GL－    m、支持層－　　　、長期許容支持力度　　　kN/㎡

改良深さ GL－    m、長期許容支持力度　   kN/㎡

支持層－弱溶結凝灰岩

JP-HSC

３０ ３０

３０ ３０

１８

１８２４２４

２７２７

備考
参照

〃

〃

3階柱壁以上

3階梁床迄

2階柱壁以上

1階柱壁以上

2階梁床迄

Ｘ方向　　1/ 886rad　　　　 Ｙ方向   1/5483rad

Z＝0.800 Rt＝ K(地下)＝1.000 0.100U＝1.250

吉野東中学校校舎増築その他本体工事

中学校(08090)

エレベータ　　１基



一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3:NO SCALE構造設計特記仕様( 2)
S-02

・修正箇所は下線を引くこと
　適用は 印を記入する。

９．鉄筋コンクリート工事

鉄筋コンクリート工事の施工に関しては記載無きは、JASS 5 2015 による。

定義し、表9.1に示す様に設計基準強度が36N/㎜2以下のコンクリートについてはJASS5の3節～11節を

適用し、36N/㎜2を超えるコンクリートについてはJASS5の17節(高強度コンクリート)を適用する。

また、設計基準強度もしくは品質基準強度と構造体強度補正値から定める調合管理強度以上とし、

本仕様書では、JASS 5に規定する普通骨材を用いた一般仕様のコンクリートを「普通コンクリート」と

（ａ）コンクリートの仕様

ⅱ）普通コンクリート

調合強度を定めるための基準とする材齢は、原則として 28日とする。

標準養生

コ　　ア

試験材齢

28 日

91 日

判定基準

X ≧ Fm

X ≧ Fq

供試体の養生方法

構造体コンクリート強度は表9.3を満足すれば合格とする。

　　     箇所で、乾燥しないように養生して保管することができる。

［注］(1)早い材齢において試験を行い、合否判定基準を満たした場合は、合格とする。

＊標準養生供試体の代わりにあらかじめ準備した現場水中養生供試体によることができる。

その場合の判定基準は材齢28日までの平均気温が20℃以上の場合は、3個の供試体の圧縮強度の平均値が

＊コア供試体の代わりにあらかじめ準備した現場封かん養生供試体によることができる。

減じた値が品質管理強度以上であれば合格とする。

減じた値が品質管理強度以上であれば合格とする。

調合管理強度は、以下による。

ｍSｎ：標準養生した供試体の材齢 ｍ日における圧縮強度と構造体コンクリートの ｎ日における

定める。調合強度を定める材齢 ｍ 日は、原則として 28 日とする。

調合強度は標準養生供試体の材齢 ｍ 日における圧縮強度で表すものとし、下記の両式を満足するように

（ｄ）検査

を保管し、工事監理者の承認を得る。測定検査の回数は、通常の場合1日1回以上とし、1回の検査における

測定試験は、同一試料から取り分けて3回行い、その平均値を試験値とする。

フレッシュコンクリートの塩化物測定は、原則として工事現場で(一財)国土開発技術センターの技術評価を

受けた測定器を用いて行い、試験結果の記録及び測定器の表示部を一回の測定ごとに撮影した写真(カラー)

スランプの許容値は普通コンクリートの場合、スランプが 8㎝以上18㎝以下の場合±2.5㎝、

21㎝の場合±1.5㎝(呼び強度27以上で高性能AE減水剤を使用する場合は±2㎝)とする。

高強度コンクリートの場合は、スランプが 18㎝以下の場合±2.5㎝、21㎝以上の場合±2㎝とし、

スランプフローの許容差は、目標スランプフローが 50㎝以下の時±7.5㎝、50㎝を超える時は±10㎝とする。

3個の供試体を用いて行う。3回の試験で 1検査ロットを構成する。

使用するコンクリートの圧縮強度試験は、普通コンクリートでは標準養生を行った供試体を用いて

材齢 28日で行い、1回の試験は、打込み工区ごと、打込み日ごと、かつ 150m3またはその端数ごとに

高強度コンクリートでは、打込み日かつ 300m3ごとに検査ロットを構成して行う。1検査ロットにおける

合計 9個の供試体による試験結果を用いて行う。検査に用いる供試体の養生方法は標準養生とする。

試験回数は 3回とする。検査は適当な間隔をあけた任意の 3台のトラックアジテータから採取した

採取した合計 3個の供試体を用いる

高強度コンクリートでは、打込み日、打込み工区かつ 300m3ごとに行う。検査には適当な間隔をあけた

任意の 3台のトラックアジテータから採取した合計 9個の供試体を用いる。

検査に用いる供試体の養生方法は標準養生または構造体温度養生とする。

150m3またはその端数ごとに 1回行う。1回の試験には適当な間隔をおいた 3台の運搬車から 1個ずつ

使用するコンクリートの圧縮強度の判定は、JASS5による。

コンクリートの試験は、「建築物の工事における試験および検査に関する東京都取扱要綱」

構造体コンクリートの圧縮強度の判定は、(c)調合および構造体コンクリート強度による。

代行業者名

第4条の試験機関で行うこと。

代行業者とは、試験・検査に伴う業務を代行するものを言う。

（１）コンクリート
表9.3　構造体コンクリート圧縮強度の判定基準

試験・検査機関名

(登録番号　　　　　　　号)

(都知事登録　　　　　　号)

（２）鉄　筋

JIS G 3551（溶接金網および鉄筋格子）に適合するものを用いる。

鉄筋はJIS G 3112（鉄筋コンクリート用棒鋼）に適合するものを用いる。溶接金網及び鉄筋格子は、

高強度せん断補強筋は、技術評価を取得し、建築基準法第37条の材料認定を受けたものを用いる。

鉄筋の継ぎ手は重ね継手、ガス圧接継手、機械式継手または溶接継手によることとし、鉄筋径と使用箇所を

定め特記による。

ガス圧接の施工は、強風時または降雨時には原則として作業を行わない。ただし、風除け・覆いなどの

設備をした場合には、工事監理者の承認を得て作業を行うことができる。

承認を受ける。

圧接技量資格者は、（公社）日本鉄筋継手協会によって認証された技量適格性証明書を工事監理者に提出し、

（ａ）施工

機械式鉄筋定着工法に用いる定着板には信頼できる機関による性能証明書等を取得した定着金物を用いる。

継手部の検査方法

使用箇所(2)(1)以外の部位(注)
(1)引張力最小部位

継手の位置等の設計条件による仕様・等級

A 級 B 級 SA級

D（　　 ）以上

D（　　 ）以上

D（　　 ）以上

告示1463号第3項各号

告示1463号第2項各号

標準図による

鉄筋継手工法

告示1463号第4項各号

重ね継手

圧接継手

溶接継手

機械式継手

表9.4　鉄筋の継手

表9.5　継手の検査

引 張 試 験 超音波探傷試験

無 ％ 有 個無 ％

有 個無 ％

有 個無 ％

無 ％

有

有

有

有

有

個

個

％

％

％

外観検査継手工法

2

3

1 ガス圧接

溶　　接

機 械 式

仕様書を参照のこと。

各継手工法ごとの検査は平12年建告1463号による他、具体的な検査方法は、（公社）日本鉄筋継手協会の

ガス圧接部分の検査を超音波探傷検査によって行う場合、最初の数ロットについては引張試験も併用し、

とする。）

鉄筋の継手の試験・検査は、「要綱」第4条の試験機関、又は第8条の検査機関で行うこと。

試験・検査機関名

設計かぶり厚さは、コンクリート打込み時の変形・移動などを考慮して、最小かぶり厚さが確保される

ように、部位・部材ごとに定めるものとし、表9.6以上の値とする。

鉄筋の径

(1)

注) (1)以外の部位に設ける継手は、平成12年告示第1463号ただし書きに基づき、日本鉄筋継手協会、日本建築

　　センター等の認定・評定等を取得した継手工法の等級で、構造計算にあたって『鉄筋継手使用基準(建築物

　　の構造関係技術基準解説書 2007)』によって検討した部材の条件・仕様によること。

完成した構造体の各部位における最外側鉄筋かぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

（３）かぶり厚さ
最小かぶり厚さは、表9.6に規定する設計かぶり厚さを10㎜減じた値とする。

（４）型　枠
型枠および支保工の存置期間は、昭和63年建告第1655号に基づき下表による。

構造部材

非構造部材

部材の種類

床スラブ・屋根スラブ

柱・梁・耐力壁

要求する部材

計画供用期間中に維持保全

を行う部材

構造部材と同等の耐久性を

直接土に接する柱・梁・壁・床および

布基礎の立上り部分、擁壁の壁部分

基礎、擁壁の基礎・底版

構造体の計画供用期間の級 超長期標準・長期

屋　外 屋　内 屋　外

(1)

(2)屋　内

40 50

5030 40 40

5030 40 40

30 40 (30) (40)

50

50

70

　　　　定める。

昭和46年建設省告示第110号（昭和63年改正建設省告示第1655号）

表9.6　設計かぶり厚さ（単位：㎜）

表9.7　型枠存置日数

支　柱

スラブ下、梁下 スラブ下 梁下基礎、梁側、柱、壁
部

位

種 類

セメント
の種類

の平均気温

コンク
リート

(日)

15℃以上

5℃～15℃

5℃未満

存置期間

コンクリートの
圧縮強度

せ　き　板

早強ポルト
ランドセメント

普通ポルト
ランドセメント

高炉セメント
Ａ種

Ａ種
シリカセメント

早強ポルト
ランドセメント

普通ポルト
ランドセメント

高炉セメント
Ａ種

Ａ種
シリカセメント

普通ポルト
ランドセメント

高炉セメント
Ａ種

Ａ種
シリカセメント

普通ポルト
ランドセメント

高炉セメント
Ａ種

Ａ種
シリカセメント

早強ポルト
ランドセメント

早強ポルト
ランドセメント

40

設計基準強度の

85％ 100％
設計基準強度の50％5.0N/㎜2

2

3

5

3

5

8

4

6

10

6

10

16

8

12

15

17

25

28

28

28

28

(2)

※

(都知事登録　　　　　　号)
注）1 片持ち梁、庇、スパン 9.0m以上の梁下は、工事監理者の承認による。

注）2 大梁の支柱の盛替えは行わない。また、その他の梁の場合も原則として行わない。

注）3 支柱の盛替えは、必ず直上階のコンクリート打ち後とする。

注）4 盛替え後の支柱頂部には、厚い受板、角材または、これに代わるものを置く。

注）5 支柱の盛替えは、小梁が終わってからスラブを行う。一時に全部の支柱を取り払って盛替えをしてはならない。

   は 10N/㎜2以上、または高強度コンクリートの場合は 10N/㎜2以上。

※ JASS 5では普通コンクリートの場合計画供用期間の級が標準にあっては5N/㎜2以上、長期及び超長期の場合

注）6 直上階に著しく大きい積載荷重がある場合においては、支柱（大梁の支柱を除く）の盛替えを行わないこと。

注）7 支柱の盛替えは、養生中のコンクリートに有害な影響をもたらすおそれのある振動または衝撃を与えないように行うこと。

表9.1　コンクリート圧縮強度(N/㎜2)に応じた仕様書の使い分け

18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60

JASS 5での区分 普通コンクリート 高強度コンクリート

調合管理強度(N/㎜2) 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60 60超

21 24 27 30 33 36 42 45 60呼び強度(JIS規格品) 40 50 55 55 60 ※

※印は規格外

標準 長期 超長期

として認定した高強度コンクリートの製造工場とする。

主任技士またはコンクリート技士、あるいはこれらと同等以上の知識経験を有すると認められる技術者が

常駐していなければならない。

監理者の承認を得ること。

施工者は、工事に先立ち、コンクリートの調合・製造計画、施工計画、品質管理計画書を作成し、工事

コンクリートの練混ぜから打込み終了までの時間は、原則として120分を限度とする。

コンクリート打込み時の自由落下高さは、コンクリートが分離しない範囲とする。

打継ぎ部は構造的に影響の少ない位置を選び打継ぎ処理を行い、打込み前に十分な水湿しを行う。

表9.2　レディーミクストコンクリートのJIS規格品

設計基準強度 Fc

コンクリート」の製品認証を受けているか、建築基準法第37条第二号によって国土交通大臣が指定建築材料

（ｂ）品質と施工

構造体の計画供用期間の級は特記による。特記が無い場合は標準とする。

発注するレディーミクストコンクリートの呼び強度が表9.2に示すJIS規格外となる場合は、法37条の

軽量コンクリートについてはJASS 5の14節によること。

大臣認定を受けた製品を用いる必要がある。

コンクリートは JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）に適合するJIS認証工場の製品とする。

設計基準強度が 36N/㎜2を超えるコンクリートを扱うレディーミクストコンクリート工場は、「高強度

レディーミクストコンクリート工場および高強度コンクリートを打設する施工現場には、コンクリート

フレッシュコンクリートの流動性は、スランプまたはスランプフローで表し、設計基準強度が 36 N/㎜2以下

33N/㎜2以上の場合スランプ21㎝以下、33N/㎜2未満の場合スランプ18㎝以下とし、設計基準強度が 36 N/㎜2超 

45 N/㎜2未満の場合はスランプ 21 ㎝以下またはスランプフロー 50 ㎝以下、設計基準強度が 45 N/㎜2以上の

場合は、スランプ 23 ㎝以下またはスランプフロー 60 ㎝以下とし、特記による。

コンクリートに含まれる塩化物量は、塩化物イオン量として 0.3 ㎏/m3以下とする。

(2)

ただし、X：1回の試験における3個の供試体の圧縮強度の平均値（N/㎜2）

　　　 Fm：コンクリートの調合管理強度（N/㎜2）

　　　 Fq：コンクリートの品質管理強度（N/㎜2）

 Fｍ：コンクリートの調合管理強度（N/㎜2）

 Fｑ：コンクリートの品質基準強度（N/㎜2）

　　 圧縮強度の差における構造体強度補正値（N/㎜2）

F：コンクリートの調合強度（N/㎜2）

　　  (2)工事監理者の承認を得て、供試体成型後、翌日までは20±10℃の日光および風が直接当たらない

調合管理強度以上であり、平均気温が20℃未満の場合は、3個の供試体の圧縮強度の平均値から 3 N/㎜2を

その場合の判定基準は材齢28日を超え91日以内のn日において3個の供試体の圧縮強度の平均値から 3 N/㎜2を

Fｍ ＝ Fｑ ＋ ｍSｎ

F ≧ Fｍ ＋ 1.73σ　 （N/㎜2）

F ≧ 0.85Fｍ ＋ 3σ　（N/㎜2）

　　 工場の実績による。実績のない場合は、2.5N/㎜2、または0.1Fｍの大きい方の値とする。

σ：使用するコンクリートの圧縮強度の標準偏差（N/㎜2）で、レディーミクストコンクリート

構造体コンクリートの圧縮強度の検査は普通コンクリートでは、打込み工区ごと、打込み日ごと、かつ

機械式継手および圧接継手および溶接継手は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書」に

よる他、所要の品質が得られるように工事計画および工事管理計画を定めて、工事監理者の承認を受ける。

注) (1) 計画供用期間の級が超長期で計画供用期間中に維持保全を行う部材では、維持保全の周期に応じて

　　(2) 計画供用期間の級が標準、長期および超長期で、耐久性上有効な仕上げを施す場合は、屋外側では
　　　　設計かぶり厚さを 10㎜減じることができる。

コンクリート構造体に誘発目地・施工目地などを設ける場合は、建築基準法施行令第79条に規定

講じれば上記によらなくても良い。

する数値を満足し、構造耐力上必要な断面寸法を確保し、防水上および耐久性上有効な措置を

の材令

D（　　 ）以下16

19

1回の引張試験は、3本以上とする。（1ロットは同一作業班が同一日中に作業した圧接箇所で 200箇所程度

ⅰ）高強度コンクリート

調合強度を定めるための基準とする材齢は、特記による。特記のない場合は 28日とする。

構造体コンクリート強度を保証する材齢は、特記による。特記のない場合は 91日とする。

調合管理強度以上とする。

②構造体温度養生した供試体による場合、構造体コンクリート強度を保証する材齢において

構造体コンクリート強度は、次の①または②を満足するものとする。

調合管理強度は、以下による。

　　 工場の実績による。実績がない場合は、0.1(Fc＋ｍSｎ)とする。

調合強度は標準養生供試体の圧縮強度で表すものとし、下記の両式を満足するように定める。

（ｃ）調合および構造体コンクリート強度

①標準養生した供試体による場合、調合強度を定めるための基準とする材齢において

設計基準強度に 3 N/㎜2加えた値以上とする。

 ＨF：高強度コンクリートの調合強度（N/㎜2）

ｍSｎ：高強度コンクリートの構造体強度補正値で JASS5 による。

ＨFｍ：高強度コンクリートの調合管理強度（N/㎜2）

 Fｃ：コンクリートの設計基準強度（N/㎜2）

ＨF ≧ 0.85ＨFｍ ＋ 3σＨ　（N/㎜2）

ＨF ≧ ＨFｍ ＋ 1.73σＨ　 （N/㎜2）

ＨFｍ ＝ Fｃ ＋ ｍSｎ（N/㎜2）

σＨ：高強度コンクリートの圧縮強度の標準偏差（N/㎜2）で、レディーミクストコンクリート

打込み後の湿潤養生の期間は、セメントの種類および設計基準強度に応じて3日以上とする。

コンクリートの充填方法等はJASS5-7節8節に準拠する。

（ｂ）検査

鉄　筋 D10 D13 D16 D19 D22

記　号

D25

鉄 筋 記 号

構造設計特記仕様(２)

鉄筋の加工寸法、形状、鉄筋の継手位置、鉄筋の重ね長さ、定着長さは「鉄筋コンクリート構造配筋

標準図(1)～(4)」による。

吉野東中学校校舎増築その他本体工事



一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3:NO SCALE

S-03

ｒ･･･半径

d･･･異形棒鋼の呼び名に用いた数値　　丸鋼では径 Ｄ･･･部材の成 Ｒ･･･直径

･･･中心線 ｈｏ･･･部材間の内法高さ＠･･･間隔

ＳＴ･･･あばら筋 ＨＯＯＰ･･･帯筋 Ｓ．ＨＯＯＰ･･･補強帯筋 φ･･･直径又は丸鋼

ｏ･･･部材間の内法距離

異形鉄筋

記号

Ｄ10 Ｄ13 Ｄ16 Ｄ19 Ｄ22 Ｄ29 Ｄ32Ｄ25

１．一般事項

この配筋要領は、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造等の鉄筋工事に適用する。また、特記なき事項は

１．１　適用範囲

１．２　記号

１．３　鉄筋の表示記号

鉄筋コンクリート構造配筋標準図（１）

ａ

Ｌ1ｈ

ａ＝0.5Ｌ1ｈ

ａＬ1ｈ Ｌ1ｈ

Ｌ1ｈａ≧0.5

ａ

ａ＝0.5Ｌ1

ａ

ａ≧0.5

Ｌ1 Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

ａ ａ≧400㎜

ａ

ｂ

カップラー

ａ≧400㎜、かつ、ａ≧(b＋40)㎜

重
ね
継
手

機
械
式
継
手

フックあり
の場合

の場合
フックなし

―

―

Ｌ1ｈ

Ｌ1

２．加工及び組立

圧
接
継
手

溶
接
継
手

圧接継手・溶接継手

鉄筋の種類

コンクリートの

設計基準強度

(Ｎ/㎜ )2

21

24、27

30、33、36

18

21

24、27

30、33、36

21

24、27

30、33、36

ＳＤ345

ＳＤ390

ＳＤ295B
ＳＤ295A

18

Ｆc

Ｌa Ｌb

20d 15d

15d 15d

15d 15d

15d 15d

20d 20d

20d 20d

20d 15d

15d 15d

20d 20d

20d 20d

20d 15d

Ｌa

Ｌb

（注）１．　 ：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

　　　２． 　：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ

図２.３　折曲げ定着の方法

Ｌ b

Ｌ

の3/4倍以上）

柱内折曲げ定着の投影定着長さ
梁主筋の

（ただし,柱せいaＬ

Ｌ

余長

Ｌb

梁内折曲げ定着の投影定着長さ
小梁及びスラブの上端筋の

２．２　加工

Ｄ19～Ｄ38 Ｄ19～Ｄ38

ＳＤ390折曲げ角度 折曲げ図

折曲げ内法直径(Ｒ)

180゜

135゜

ｄ

Ｒ

ｄ

4d以上

6d
以
上

8
d以

上

Ｒ

ｄｄ

Ｒ

4d
以
上

4
d以

上

Ｄ16以下

3d以上 4d以上 5d以上

90゜

及び
135゜

90゜
（幅止め筋）

ＳＤ295A、ＳＤ295B、ＳＤ345

ｄ

　　　　　余長は4d以上とする。

　　　２．90°未満の折曲げの内法直径は特記による。

Ｒ

Ｒ

表２.１　鉄筋の折曲げ形状及び寸法

２．３　組立

　鉄筋の組立は、鉄筋継手部分及び交差部の要所を径0.8㎜以上の鉄線で結束し、適切な位置にスペーサー、

２．４　継手及び定着

　　　　なお、径が異なる鉄筋の重ね継手の長さは、細い鉄筋の径による。

1Ｌ 、Ｌ1ｈ（注）１．　　　　：重ね継手の長さ及びフックあり重ね継手の長さ

Ｌ1ｈ　　　２．フックありの場合の　　 は、図２.１に示すようにフック部分　 を含まない。

鉄筋の種類

コンクリートの

設計基準強度

(Ｎ/㎜ )2

(フックなし) (フックあり)

21

24、27

30、33、36

18

21

24、27

30、33、36

21

24、27

30、33、36

ＳＤ345

ＳＤ390

ＳＤ295B
ＳＤ295A

18 45d

45d

40d

35d

35d

50d

45d

40d

35d

50d

40d

35d

30d

25d

25d

35d

30d

30d

25d

35d

35d

30d

Ｌ1ｈＬ1

Ｆc

Ｌ1ｈ

表２.２　鉄筋の重ね継手の長さ

表２.３　隣り合う継手の位置

表２.５　投影定着長さ

（基礎梁、片持梁及び片持スラブを含む。）

（片持小梁及び片持スラブを除く。）

Ｌ3

Ｌ Ｌ2

鉄筋
150㎜以上

１節半以上、かつ、
150㎜以上

重ね継手

１節半以上、かつ、
鉄筋

Ｌ

図２.４　溶接金網の継手及び定着

50d

≧6d ≧6d

≧6d

≧6d

d

d d d

末　端　部

（柱頭又は柱脚部）

中　間　部

（重ね継手）

1.5巻き以上の添巻き

50d

図２.５　スパイラル筋の継手及び定着

２．５　鉄筋のかぶり厚さ及び間隔

Ｌ a

o

o/2

15d

o/4o/4

継手長さ

継手長さ

※

※Ｌ

※Ｌ

※

（注）　１．図示のない事項は、５.１による。

　　　　２．　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

　　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

Ｌ

Ｌa

a

Ｌ2

（余長）

余長

a

Ｌa

Ｌ2 Ｌ2

Ｌ2

余長 余長

余長

a

≧100

　　　　※　　　の数値は、原則として、柱せいの3/4倍以上とする。

３．５　基礎梁のあばら筋

重ね継手とする場合一般の場合

≧8d

d

コンクリート打継ぎ面

Ｌ1h

o/4 o/4

継手長さ

15d
（余長）

（余長）

Ｌ ※

Ｌ ※

Ｌ ※

o

o/2

継手長さ

（余長）
Ｌ ※

o

o/2o/4 o/4

15d継手長さ

（余長）

（余長）

Ｌ ※

Ｌ ※

Ｌ ※

（注）　１．図示のない事項は、５.１による。

　　　　２．　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

　　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

Ｌ

（注）　１．図示のない事項は、５.１による。

　　　　２．　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

　　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

Ｌ

継手長さ

Ｌ2

20d 20d

Ｌ2

a

a

（余長）

余長

余長

余長

a

a

Ｌ2

Ｌ2

a

20d
a a

a

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ2

余長

余長 余長

余長

a

15d

　　　　※　　　の数値は、原則として、柱せいの3/4倍以上とする。

　　　　※　　　の数値は、原則として、柱せいの3/4倍以上とする。

３．４　基礎梁主筋の継手、定着及び余長

ＧＬ

基礎梁あばら筋

Ｄ Ｄ

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ2h
※

連続基礎主筋

と同径・同間隔

Ｌ2h

基礎梁あばら筋

梁幅梁幅

梁

柱

梁

≧150

※Ｌ

Ｌ

≧150

3-Ｄ163-Ｄ16

Ｌ2

0＜Ｄ≦200 200＜Ｄ≦1,000

2h

2

Ｌ2

Ｌ2

Ａ

15d

Ａ部詳細

はかま筋

基礎筋 はかま筋

基礎梁主筋

連続基礎配力筋

はかま筋

はかま筋

３．２　直接基礎の配筋

３．３　基礎接合部の補強配筋

底盤補強筋Ｄ13－200＠縦横

中詰めコンクリート

杭径

杭径

15d

Ｌ２

はかま筋 Ｄ13―300＠縦横8d

20d

基礎筋
Ｌ２

Ｌ２

基
礎

筋
底

盤
補

強
筋

はかま筋下端筋

リング筋（注）

リング筋（注）

（注）　リング筋は、次による。

杭径400φ以下 ・・・ 3-Ｄ13

リング筋

杭径450～500φ・・・ 3-Ｄ16

杭径600φ 　　・・・ 3-Ｄ19

（ａ）　直接基礎（独立基礎）の場合の配筋は、図３.３による。

図３.３　　独立基礎の配筋

（ｂ）　直接基礎（連続基礎）の場合の配筋は、図３.４による。

図３.４　　連続基礎の配筋

　　　　基礎接合部の補強配筋は、図３.５による。

図３.５　　基礎接合部の補強配筋

　　　　する。ただし、やむを得ず梁内に定着する場合は、図３.６による。

図３.６　　梁筋の基礎梁内への定着

図３.７　　主筋の継手、定着及び余長（その１）

図３.８　　主筋の継手、定着及び余長（その２）

図３.９　　主筋の継手、定着及び余長（その３）

　　　梁せいが 1.5ｍ以上の場合は、図３.１０によることができる。

図３.１０　　あばら筋組立の形及びフックの位置

（注）１．片持スラブ先端、壁筋の自由端側の先端で90°フック又は135°フックを用いる場合には、

図３.２　　杭基礎の配筋及び杭頭部の補強方法（Ｂ形）

腹筋と兼ねてよい

基礎筋

基礎筋コンクリート

の設計基準鉄筋の
種類 強度

(Ｎ/㎜ )2Ｆc
Ｌ1ｈ Ｌ

Ｌ
2ｈ

3ｈ

スラブ小梁 スラブ小梁

45d

45d

45d

18

21

18

24、27

30、33、36

21

24、27

30、33、36

21

24、27

30、33、36

ＳＤ295A
ＳＤ295B

ＳＤ345

ＳＤ390

40d

40d 35d

35d 30d

35d 30d

50d 40d

40d 35d

30d

50d 40d

40d

40d 35d

35d 30d

30d 25d

25d 20d

25d 20d

35d 30d

30d 25d

30d 25d

25d 20d

35d 30d

35d 30d

30d 25d

35d 10d ―

35d

Ｌ3

Ｌ1

1Ｌ 、

Ｌ 、Ｌ2ｈ

Ｌ2

Ｌ1ｈ

表２.４　鉄筋の定着の長さ

直線定着の長さ フックあり定着の長さ

2

Ｌ3

余長

全長
全長

　　　　なお、　 は表２.２に、　 及び　 は表２.４による。Ｌ3Ｌ2Ｌ1

1

1

Ｌ 、1 Ｌ2 又はＬ3

定着起点

Ｌ3ｈ又はＬ2ｈ、Ｌ1ｈ

定着起点

フックあり定着の長さ直線定着の長さ

図２.２　直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ

スラブの場合 壁の場合

２．１　加工及び組立一般

（１）　鉄筋は、設計図書に指定された寸法及び形状に合わせ、常温で正しく加工して組み立てる。

（２）　有害な曲がり、損傷等のある鉄筋は、使用しない。

（３）　コイル状の鉄筋は、直線状態にしてから使用する。この際、鉄筋に損傷を与えない。

（４）　鉄筋には、点付け溶接を行わない。また、アークストライクを起こしてはならない。

（１）　鉄筋の切断は、シヤーカッター等によって行う。

（２）　次の部分に使用する異形鉄筋の末端部にフックを付ける。

（ア）　柱の四隅にある主筋の重ね継手及び最上階の柱頭

（イ）　梁の出隅及び下端の両隅にある梁主筋の重ね継手（基礎梁を除く。）

（ウ）　煙突の鉄筋（壁の一部となる場合を含む。）

（エ）　杭基礎のベース筋

（オ）　帯筋、あばら筋及び幅止め筋

公共建築協会編「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）平成３１年版」による。

（３）　鉄筋の折曲げ形状及び寸法は、表２.１による。

吊金物等を使用して、堅固に組み立てる。

鋼製スペーサーは、型枠に接する部分に防錆処理を行ったものとする。

　なお、スペーサーは、所定の位置に鉄筋を保持するとともに、作業荷重等に耐えられるものとする。また、

（１）　鉄筋の継手は、重ね継手、ガス圧接継手、機械式継手又は溶接継手とし、適用は特記による。

（２）　鉄筋の継手位置は、特記による。

（３）　鉄筋の重ね継手は、次による。

　　　　鉄筋の重ね継手の長さは、40d又は表２.２の重ね継手長さのうちいずれか大きい値とする。

（ア）　柱及び梁の主筋並びに耐力壁の鉄筋の重ね継手の長さは、特記による。特記がなければ、耐力壁の

（イ）　(ア)以外の鉄筋の重ね継手の長さは、表２.２による。

（４）　隣り合う継手の位置は、表２.３による。ただし、スラブ筋でＤ16以下の場合及び壁筋の場合は除く。

　　　　なお、先組み工法等で、柱及び梁の主筋のうち、隣り合う継手を同一箇所に設ける場合は、特記による。

（５）　鉄筋の定着は、次による。

（ア）　鉄筋の定着の長さは、特記による。特記がなければ、表２.４による。

20d 150㎜
以上

かつ
10d

スラブ
(片持

の
場合は
25d)

(片持

の
場合は
25d)

小梁

　　　２．　　　　：割裂破壊のおそれのない箇所への直線定着の長さ及びフックありの定着の長さ

　　　３．　 ：小梁及びスラブの下端筋の直線定着の長さ。ただし、基礎耐圧スラブ及びこれを受ける小梁は除く。

Ｌ3ｈ　　　４．　 ：小梁の下端筋のフックありの定着の長さ

　　　　　行わない。

　　　５．フックありの定着の場合は、図２.２に示すようにフック部分　 を含まない。また、中間部での折曲げは

（イ）　仕口内に縦に折り曲げて定着する鉄筋の定着長さＬが、表２.４のフックあり定着の長さを確保でき

　　　　までを全て満足するものとする。

　　　　ない場合の折曲げ定着の方法は、特記による。特記がなければ、図２.３により、次の(ａ)から(ｃ)

　　　　(ａ) 全長は、表２.４の直線定着の長さ以上とする。

　　　　(ｂ) 余長は8d以上とする。

　　　　(ｃ) 仕口面から鉄筋外面までの投影定着長さ　　及び　　は、表２.５に示す長さとする。ただし、

　　　　　　 梁主筋の柱内定着においては、柱せいの3/4倍以上とする。

（６）　溶接金網及びスパイラル筋の継手及び定着は、次による。

（ア）　溶接金網の継手及び定着は、図２.４による。

（イ）　スパイラル筋の継手及び定着は、図２.５による。

（１）　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは、特記による。特記がなければ、表２.６による。ただし、柱及び梁

（２）　中詰めコンクリートは、基礎のコンクリートと同じ調合のコンクリートを使用する。

（３）　既製コンクリート杭以外の場合は、特記による。

３．基礎及び基礎梁の配筋

中詰めコンクリート補強筋

杭径

1.5倍

Ｌ１

杭径の
100

20
スラブ、耐力壁
以外の壁

最小かぶり厚さ

仕上げあり

仕上げなし

40

60

擁壁、耐圧スラブ

基礎、擁壁、耐圧スラブ部分
土に接する

煙突等高熱を受ける部分

柱、梁、耐力壁

屋　　外

屋　　内
仕上げなし

仕上げなし

仕上げあり

仕上げあり

30

30

30

30

40

40

60

土に接しない
部分

表２.６　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ（単位：㎜）

・・　

　　　　の場合のあきは、特記による。
・・　

あきＤ Ｄ

間隔

Ｄは、鉄筋の最大外径

図２.６　鉄筋相互のあき

・・　

２．６　鉄筋の保護

　　　　間隔の保持に努める。

３．１　杭基礎の配筋

基礎筋

Ｄ13―300＠縦横はかま筋

15d

8d

20d

　　　　による。特記がなければ、Ｂ形とする。

（１）　既製コンクリート杭の杭頭部の補強方法は、図３.１のＡ形又は図３.２のＢ形とし、適用は特記

Ｌ２

Ｌ２

（注）

は
か

ま
筋

基
礎

筋

（注）　１．中詰めコンクリート補強筋は、次による。

補強軸筋 補強帯筋

杭径300φ以下 ・・・ 4-Ｄ13　　Ｄ10-100＠

杭径350～400φ・・・ 6-Ｄ13　　Ｄ10-100＠

杭径450～600φ・・・ 8-Ｄ13　　Ｄ13-100＠

２．中詰めコンクリート補強軸筋には、フックを付けない。

構　造　部　分　の　種　類

柱、梁、スラブ、壁

図３.１　　杭基礎の配筋及び杭頭部の補強方法（Ａ形）

　　　　定める。

　　　　の主筋にＤ29以上を使用する場合は、主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保するように最小かぶり厚さを

　　　　　塗材、塗装等）のものを除く。

（注）１．この表は、塩害を受けるおそれのある部分等耐久性上不利な箇所には適用しない。

　　　２．「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、鉄筋の耐久性上有効でない仕上げ（仕上

　　　３．スラブ、梁、基礎及び擁壁で、直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨コンクリートの厚さを含まない。

　　　４．杭基礎の場合の基礎下端筋のかぶり厚さは、杭天端からとする。

（２）　柱、梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは、最小かぶり厚さに10㎜を加えた数値を標準とする。

（３）　鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

（４）　鉄筋相互のあきは図２.６により、次の値のうち最大のもの以上とする。ただし、機械式継手及び溶接継手

（ア）　粗骨材の最大寸法の 1.25倍

（イ）　25㎜

（ウ）　隣り合う鉄筋の径（１.２による d）の平均の 1.5倍

（５）　鉄骨鉄筋コンクリート造の場合、主筋と平行する鉄骨とのあきは、(４)による。

（６）　貫通孔に接する鉄筋のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

（１）　鉄筋の組立後、スラブ、梁等には、歩み板を置き渡す等の措置を講じ、直接鉄筋の上を歩かないようにする。

（２）　コンクリートの打込みによる、鉄筋の乱れを可能な限り少なくするとともに、かぶり厚さ、鉄筋の位置及び

※　　　を確保できない場合は、２.４(５)(イ)によることができる。

（１）　一般事項

（ア）　梁筋は、原則として、柱をまたいで引き通すものとし、引き通すことができない場合は、柱内に定着

（イ）　梁筋を柱内に定着する場合は、５.１(５)(イ)による。

（２）　独立基礎で基礎梁にスラブが付かない場合の主筋の継手、定着及び余長は、図３.７による。

（３）　独立基礎で基礎梁にスラブが付く場合の主筋の継手、定着及び余長は、図３.８による。ただし、

　　　　耐圧スラブが付く場合は、（４）による。

（４）　連続基礎及びべた基礎の場合の主筋の継手、定着及び余長は、図３.９による。

　　　　あばら筋組立の形及びフックの位置は、５.２(１)による。ただし、梁の上下にスラブが付く場合で、かつ、

（注）１．　　　　：２.から４.まで以外の直線定着の長さ及びフックありの定着の長さ

図２.１　フックありの場合の重ね継手の長さ

吉野東中学校校舎増築その他本体工事

鉄筋コンクリート構造配筋標準図(1)
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鉄筋コンクリート構造配筋標準図（２）

４．１　柱主筋の継手、定着及び余長

４．柱の配筋

５．梁の配筋

５．１　大梁主筋の継手、定着及び余長

５．４　小梁主筋の継手、定着及び余長

梁

　　　　　　　上端筋：曲げ降ろす。

　　　　　　　下端筋：原則として曲げ上げる。

図５.１　　梁主筋の梁内定着

梁

梁 梁

柱

柱

吊上げ筋は、一般のあばら筋より１サイズ太い

鉄筋又は同径のものを２本重ねたものとする。

図５.２　　段違い梁
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図５.６　　あばら筋の割付け（その１）
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　　　　３．図示のない事項は、３.４ 及び ５.１ に準ずる。
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（余長）

　　　　２．梁せいが小さく垂直で余長がとれない場合は、斜めにしてもよい。

Ｌ ※

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

（余長）

余長

a

a

余長
Ｌ２

a

20d

Ｌ２

Ｌ２

余長

余長

a

a

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

余長

余長

a

a

a

a

余長

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

余長

余長

20d 20d 20d 20d

（余長）

Ｌ２
b

Ｌ3h

bb

余長

余長

Ｌ２

Ｌ２

端部端部

20d 20d

Ｌ２

余長

　　　　より柱内に定着することができる。ただし、やむを得ず梁内に定着する場合は、図５.１による。

Ｄ≦100

一般階

Ｌ１ Ｌ１

Ｌ１Ｌ１

Ｌ ※

Ｌ ※

15d
（余長）

15d
（余長）

　　　　２．　　　　　印は、継手及び余長を示す。

　　　　３．梁内定着の端部下端筋が接近するときは、　　　　　のように引き通すことが

　　　　　　できる。

Ｌ２

Ｌ２

a

a

余長

余長

　　　　４．破線は、柱内定着の場合を示す。
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５．２　あばら筋（小梁、片持梁、基礎梁含む）の組立の形及び割付け等
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４．２　帯筋組立の形及び割付け

②　Ｗ－Ⅰ形

③　ＳＰ形（スパイラル筋） ④　丸形

（ロ） （ハ）

（イ）

（ロ）（ロ）（イ）

（注）　溶接は、鉄筋の組立前に行う。
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（イ）
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①　Ｈ形

（イ） （ロ） （ハ） （ニ）

≧8d

≧6d

d

１．柱の四隅にある主筋で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合には、フックを付ける。

図４.２　　帯筋組立の形

２Ｐ ＠1.5

Ｐ ＠1.5 １

Ｐ ＠１

Ｐ ＠1.5 １

２Ｐ ＠

梁面より割り付ける。

帯筋

上下の柱断面寸法が異
なる場合、帯筋は、一
般の帯筋より１サイズ
太い鉄筋又は同径のも
のを２本重ねたものと
する。

Ｐ ＠1.5 １ ２Ｐ ＠1.5　柱に取り付く梁に段差がある場合、帯筋の間隔を　　　　　又は　　　　　とする範囲は、

その柱に取り付くすべての梁を考慮して適用する。

Ｐ ＠１ ２Ｐ ＠　なお、　　　、　　　は、特記された帯筋の間隔を示す。

図４.３　　帯筋の割付け

帯筋と同径,

同材質,同間隔［ ］

300
以下

300
以下

300
以下

300
以下

300
以下

打増し部分

Ｌ２

300以下

300以下

300以下

一方向の打増し

ａ

ａ１

打増し部分

Ｌ２

２ａ

二方向の打増し

４．３　柱の打増し補強

１．Ｈ形を標準とする。

２．フック及び継手の位置は、交互とする。

３．溶接する場合の溶接長さＬは、両面フレア溶接の場合は 5ｄ 以上、片面フレア溶接の場合は 10d 以上とする。

４．ＳＰ形において、柱頭及び柱筋の端部は 1.5 巻以上の添巻きを行う。

５．Ｈ形の 135°曲げのフックが困難な場合は、Ｗ－Ⅰ形とする。

Ｌ２

図４.４　　柱の打増し補強配筋

（１）　大梁主筋の継手及び定着の一般事項

（ア）　梁主筋は、原則として、柱をまたいで引き通すものとし、引き通すことができない場合は、（イ）に

（イ）　梁主筋を柱内に折り曲げて定着する場合は次による。

　　　　なお、定着の方法は、２.４(５)(イ)による。

（ウ）　段違い梁は、図５.２による。

（２）　ハンチのない場合の重ね継手，定着及び余長は、図５.３による。

　　　　１．継手中心位置は次による。

　　　　２．　２.２(２)(イ)で定めた鉄筋には、フックを付ける。

（３）　ハンチのある場合の重ね継手，定着及び余長は、図５.４による。

　　　　１．　２．２（２）(イ)で定めた鉄筋には、フックを付ける。

（１）　あばら筋組立の形及びフックの位置

≧8d≧8d

≧6d

≧8d

≧6d

（イ） （ロ） （ハ） （ニ）

d

１．(イ)を標準とする。ただし、Ｌ形梁の場合は、(ロ)又は(ハ)、Ｔ形梁の場合は、(ロ)～(ニ)とすることができる。

２．フックの位置は、(イ)の場合は交互とし、(ロ)の場合は、Ｌ形ではスラブの付く側、Ｔ形では交互とする。

　　　なお、(ハ)の場合は床版の付く側を 90°折曲げとする。

図５.５　　あばら筋組立の形

（２）　あばら筋の割付け

（ア）　間隔が一様で、ハンチのない場合は、図５.６による。

（イ）　間隔が一様で、ハンチのある場合は、図５.７による。

（ウ）　梁の端部で間隔の異なる場合は、図５.８による。

　　　　２．図中のＰ＠は、特記されたあばら筋の間隔を示す。

　　　　１．あばら筋は、柱面の位置から割り付ける。

　　　　２．図中のＰ＠は、特記されたあばら筋の間隔を示す。

　　　　１．あばら筋は、柱面の位置から割り付ける。

　　　　２．図中のＰ＠、Ｐ'＠は、特記されたあばら筋の間隔を示す。

　　　　１．あばら筋は、柱面の位置から割り付ける。

図５.８　　あばら筋の割付け（その３）

（３）　腹筋及び幅止め筋
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図５.９　　腹筋及び幅止め筋

５．３　梁の打増し補強
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Ｌ２
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Ｌ２
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ｂ

ａ
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２ａ

あばら筋と同径、
同材質、同間隔

による。

下端の打増し 上端の打増し

側面の打増し 二方向の打増し

あばら筋と同径、
同材質、同間隔

打増し部分

打増し部分

Ｌ２

２．帯筋と同一方向の補強筋は、帯筋と同径、同材質、同間隔とし定着長さは　　とする。Ｌ２

３．軸方向の補強筋間隔は 300 ㎜以下とする。

１．柱の打増し幅（　 ，　 ，　 ）が 70 ㎜以上の場合の補強を示す。ａ ａ１ ２ａ

ａ ａ１ ２ａ１．梁の打増し幅（　 ，　 ，　 ）が 70 ㎜以上の場合の補強を示す。

２．あばら筋と同一方向の補強筋は、あばら筋と同径、同材質、同間隔とし、定着長さは　　とする。Ｌ２

腹筋は、５.２(３)

図５.10　　梁の打増し補強配筋

（１）　連続小梁の場合

　　　　１．　　　　　印は、余長位置を示す。

　　　　※　　　を確保できない場合は、２．４(５)(イ)によることができる。

図５.11　　小梁主筋の継手、定着及び余長（その１）

（２）　単独小梁の場合

図５.12　　小梁主筋の継手、定着及び余長（その２）

　　　　２．梁せいが小さく垂直で余長がとれない場合は、斜めにしてもよい。

　　　　３．図示のない事項は、３.４ 及び ５.１ に準ずる。

Ｌ3h

　　　　１．　　　　　印は、余長位置を示す。

　　　　※　　　を確保できない場合は、２．４(５)(イ)によることができる。

５．５　片持梁主筋の継手、定着及び余長
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片持梁

　　　　２．先端の折曲げの長さＬは、梁せいからかぶり厚さを除いた長さとする。

　　　　３．図示のない事項は、５.１による。

　　　　２．先端小梁終端部の主筋は、片持梁内に水平定着する。

　　　　３．先端小梁の連続端は、片持梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

片持梁

小梁外端部

Ｌ

最上階

※2

※1
a

余長

Ｌ２

※2

Ｌa

Ｌ3h

（頭つなぎ梁）

　　　　※1 　　の数値は、原則として、柱せいの3/4倍以上とする。

小梁連続端部

（１）　先端に小梁のない場合

　　　　１．　　　　　印は、余長位置を示す。

　　　　※2 　　を確保できない場合は、２．４(５)(イ)によることができる。

図５.13　　片持梁主筋の定着及び余長

（２）　先端に小梁がある場合

　　　　１．図示のない場合は、（１）による。

図５.14　　片持梁主筋の定着

図４.１　　柱主筋の継手、定着及び余長

２．隣り合う継手の位置は、表２.３による。

３．柱頭定着長さ　　が確保できない場合は、構造計算等により必要長さの確認を行うものとする。

Ｌ
２

Ｌ２

Ｌa　　　　※　　　の数値は、原則として、柱せいの3/4倍以上とする。

図５.３　　大梁の重ね継手、定着及び余長

　　　　４．破線は、柱内定着の場合を示す。

Ｌa　　　　※　　　の数値は、原則として、柱せいの3/4倍以上とする。

図５.４　　ハンチのある大梁の定着及び余長

　　　　　　量の帯筋を配するなど注意が必要である。

　　　　５．梁下端筋を、やむを得ず下階の柱に曲げ下げる場合は、下柱に十分な

　　　　　　量の帯筋を配するなど注意が必要である。

　　　　５．梁下端筋を、やむを得ず下階の柱に曲げ下げる場合は、下柱に十分な

３．腹筋を計算上考慮している場合の継手長さ及び定着長さは、特記による。

１．腹筋に継手を設ける場合の継手長さは、150 ㎜程度とする。

２．幅止め筋及び受け用幅止め筋は、Ｄ10－1,000＠程度とする。

［　　］
［ 　 ］

［    ］

吉野東中学校校舎増築その他本体工事
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A3:NO SCALE鉄筋コンクリート構造配筋標準図(3)
S-05

鉄筋コンクリート構造配筋標準図（３）
６．壁及びその他の配筋 ６．４　壁の開口部補強

７．５　スラブの開口部

７．スラブの配筋

８．階段の配筋

７．６　出隅部及び入隅部の補強

種別 縦筋及び横筋 断面図（㎜）

６．２　壁の継手及び定着

Ｌ
１

Ｌ
１

開口
Ｌ１

図６.３　　壁開口部補強筋の定着長さ

補強筋

図７.２　　スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その１）

Ｌ１

Ｌ３

ＬＬ

Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｌ

３

３
３

（Ｄ13）

（Ｄ13）

（Ｄ13）

受け筋

受け筋

受け筋

図７.８　　出隅及び入隅部の補強配筋

Ｈ≦70の場合

70＜Ｈ≦150の場合

5Ｈ

Ｈ

350㎜

Ｈ

Ｄ13

　　　　　　てから縦に下ろす。

　　　　２．階段主筋は、壁の中心線を越え

　　　　３．スラブ配力筋の継手及び定着の

図８.１　　片持スラブ形階段配筋の定着

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ
Ｌ２

Ｌ２

３

X

X

X

X

X
X

X

X

X X X

X

X

X

X X

XX
X

X
X

X

X

X

X
X

X

X

X

X

X

X

X

X X

X

X
X

X
X

XX

X
X

XX
X

XX
X

X

ＫＡ1配筋種別

配筋種別

配筋図

配筋図

ＫＡ2

ＫＡ3 ＫＡ4

ｔ

ｔｔ

Ｄ13

Ｄ13

Ｄ13

Ｄ13Ｄ13

Ｄ13

ｔ

ｔ ｔ

Ｄ10－300＠

Ｄ10－300＠

Ｄ10－300＠Ｄ10－300＠

2－Ｄ13

2－Ｄ13

Ｄ10－300＠

Ｄ10－300＠

X

Ｌ２

（Ｄ13）受け筋

（Ｄ13）受け筋

b

Ｌ２

Ｌ２

b
余長

b

一般スラブの場合

（イ） （ロ） （ハ）

Ｌ２

Ｌ２

余長

Ｌ

受け筋
（Ｄ16）

図７.３　　スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その２）

耐圧スラブの場合

b

余長

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ３

６．１　壁の配筋

表６.１　壁の配筋 壁の種別

Ｗ12、Ｗ15

Ｗ18、Ｗ20

縦　横

補強筋

斜め

1－Ｄ13

壁の種別

Ｗ12、Ｗ15

Ｗ18、Ｗ20

縦　横

補強筋

斜め

1－Ｄ13

2－Ｄ13

1－Ｄ13

2－Ｄ13

2－Ｄ13

4－Ｄ13 2－Ｄ13

表６.４　壁開口部補強筋（Ｂ形）

表６.３　壁開口部補強筋（Ａ形）

Ｌ２ Ｌ２

2－Ｄ13 2－Ｄ13

2－Ｄ13
先端補強筋

2－Ｄ13
先端補強筋

先端補強筋
4－Ｄ13

図６.５　パラペットの配筋

７．１　スラブの配筋

７．３　片持スラブの配筋

８．１　片持スラブ形階段の配筋

壁配筋

７．４　片持スラブの先端に壁が付く場合の配筋

Ｄ13

図７.12　　段差のあるスラブの補強配筋

表８.１　片持スラブ形階段の配筋

　　　　　　長さは、表２．４の　  とする。

（１）　壁の配筋は表６.１による。

Ｗ12

Ｗ15A

Ｗ15B

Ｗ18A

Ｗ18B

Ｗ20A

Ｗ20B

Ｄ10－200＠シングル

Ｄ10－150＠シングル

Ｄ10－100＠シングル

Ｄ10－200＠ダブル

Ｄ10－150＠ダブル

Ｄ10－200＠ダブル

Ｄ10－150＠ダブル

120

150

180

200

（注）壁筋の配筋順序は、規定しない。

断面図（㎜）
階段の

配筋種別

縦筋

縦筋

横筋

横筋

種別

ＫＷ2

Ｄ13－200＠
ダブル

ダブル

ダブル

ダブル

Ｄ10－200＠

Ｄ13－150＠

Ｄ10－200＠

ＫＷ1

ＫＡ1

ＫＡ4

200

180

（注）縦筋は、横筋の外側に配筋する。

（表８.１）
縦筋及び横筋

表６.２　片持スラブ形階段を受ける壁の配筋

ＫＡ3

ＫＡ2

（２）　片持スラブ形階段を受ける壁の配筋は表６.２による。

主筋位置

主筋位置

主筋位置

柱

梁

梁

≦Ｐ＠

≦Ｐ＠

≦Ｐ＠ ≦Ｐ＠

Ｐ＠

Ｐ＠

主筋位置

Ｌ１

Ｌ２

２．壁配筋の重ね継手は　　、定着長さは　　とする。Ｌ１ Ｌ２

６．３　壁の交差部及び端部の配筋

X

X

X XX

X X

X X

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２Ｌ２Ｌ２Ｌ２

継手

1－Ｄ13 1－Ｄ13

1－Ｄ13

1－Ｄ13
1－Ｄ13 1－Ｄ13

2－Ｄ13

2－Ｄ13

1－Ｄ13

交差部（水平断面）

１

X

X

（１）　耐震壁を除く壁開口部の補強筋は、Ａ形は表６.３、Ｂ形は表６.４とする。

（２）　壁開口部補強筋の定着長さは、図６.３による。

１．図中のＰ＠は、特記された壁筋の間隔を示す。

打増し部分

ａ

Ｌ２

壁の打増し厚さ（ａ）が 50 ㎜以上の場合の補強を示す。

図６.４　　壁の打増し補強配筋

　　　　補強を省略することができる。

（３）　開口部は柱及び梁に接する部分又は鉄筋を緩やかに曲げることにより開口部を避けて配筋できる場合は、

６．５　壁の打増し補強

６．６　パラペット

配筋
種別

配筋
種別

短辺方向（主筋）
全域

短辺方向（主筋）
全域全域

長辺方向（配力筋）
全域

長辺方向（配力筋）

Ｓ 1

Ｓ 2

Ｓ 3

Ｓ 4

Ｓ 5

Ｓ 6

Ｓ 7

同上

同上

同上

同上

Ｄ13－150＠

Ｄ10,Ｄ13－150＠

Ｄ13－100＠ Ｄ13－100＠

Ｄ13－150＠

Ｄ10,Ｄ13－150＠

Ｄ13－150＠

Ｄ10,Ｄ13－150＠

Ｄ10－150＠

Ｄ10,Ｄ13－150＠

Ｓ 8

Ｓ 9

Ｓ10

Ｓ11

Ｓ12

Ｓ13

Ｓ14

Ｄ10,Ｄ13－150＠

Ｄ10,Ｄ13－200＠

同上

同上

Ｄ10－200＠

同上

同上

Ｄ10－150＠

Ｄ10－200＠

Ｄ10,Ｄ13－200＠

Ｄ10－200＠

Ｄ10－250＠

Ｄ10－200＠

Ｄ10－250＠

（注）上端筋、下端筋とも同一配筋とする。

表７.１　スラブの配筋

７．２　スラブ筋の定着及び受け筋

短辺方向（主筋）

長辺方向（配力筋）

大梁

小
梁

長
辺

方
向

柱 柱

柱

図７.１　　スラブの配筋

柱

（注）　１．配筋の割付けは、中央から行い、端部は定められた間隔以下とする。

　　　　２．鉄筋の重ね継手長さは、　　とする。Ｌ１

大
梁

短辺方向

図７.４　　片持スラブの配筋（ＣＳ1からＣＳ5）

先端部補強筋
2－Ｄ13

Ｌ Ｌ

≦600

図７.５　　片持スラブの配筋（ＣＳ6及びＣＳ7）

Ｄ16（　 ＞1,000）
受け筋

Ｄ13（　 ≦1,000）

配力筋

主筋

配力筋

主筋 受け筋 Ｄ13

Ｌ２ Ｌ２

先端部補強筋
2－Ｄ13

余長

8d以上

10d以上

　　　　２．スラブに段差のない場合は、主筋を引き通してスラブに定着してもよい。

　　　　１．先端の折曲げ長さＬは、スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

Ｄ13－200＠

上

上

上

下

下

下

配筋種別 配筋種別主筋 主筋

ＣＳ1
上 上

上

上

下 下

下

下

Ｄ13－100＠

ＣＳ2

ＣＳ3

ＣＳ4

ＣＳ5

ＣＳ6

ＣＳ7

Ｄ13－150＠

Ｄ13－300＠

Ｄ10,Ｄ13－150＠

Ｄ10,Ｄ13－300＠

Ｄ10,Ｄ13－200＠

Ｄ10－200＠

Ｄ10－200＠

Ｄ10－400＠

Ｄ10,Ｄ13－200＠

Ｄ10－200＠

表７.２　片持スラブの配筋

Ｌ２

Ｌ
２

先
端

壁
厚

以
上

先
端

壁
厚

以
上

10
0
以

下

10
0
以

下
1
00

以
下

及び間隔に合わせる。
先端壁の縦横の径

垂れ壁のない場合 垂れ壁のある場合

2－Ｄ13

Ｌ２

2－Ｄ13

図７.６　　先端に壁が付く場合の配筋

}

}（　　） （　　）本 本２ ２

ｎ1

ｎ1

ｎ2 本

本

ｎ2

Ｌ
１

Ｌ
１

Ｌ１

Ｌ１

開口

　　上下筋の内側に配筋する。

　　場合は、補強を省略することができる。

Ｌ1

（１）　屋根スラブの出隅部及び入隅部

5－Ｄ10（　＝1,500）

5－Ｄ10（　＝1,500）

１．開口部によって切られる鉄筋と同量の鉄筋で周囲を補強し、隅角部に斜め方向に 2-D13（　＝ 2　 ）シングルを

補強筋を上端筋の下側に配筋する。

/
2

1

/21

1

2 2

/
2

1
Ｌ

１

Ｌ
３

/21

Ｌ３ 一般スラブ配力筋

出隅受け部

の補強筋出
隅

部
分

の
補

強
筋

1

Ｌ１

（注）　１．　 ≧　 とする。1 2

　　　　２．出隅受け部配筋は柱
　　　　　　又は梁に　 定着する。

（注）　１．　 ≧　 とする。1 2

補強筋の定着

出隅部

図７.９　　片持スラブ出隅部の補強配筋

出隅部分

出隅部分補強配筋

Ｌ１

出隅受け部配筋

（２）　片持スラブの出隅部

３．幅止め筋は、縦横ともＤ10－1,000＠程度とする。

４．原則として、柱及び梁内に、壁筋の継手を設けてはいけない。

図６.１　　壁の配筋

２．スラブ開口の最大径が両方向の鉄筋間隔以下で、鉄筋を緩やかに曲げることにより、開口部を避けて配筋できる

図７.７　　スラブ開口部の補強配筋

（２）　土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

ａ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

土間コンクリート
補強筋の鉄筋径及
び間隔に合わせる。［ ］

端部

土間コンクリート補強筋

中間部

ａ

Ｌ２

Ｄ13 Ｄ13

　　それ以外は土間スラブとして、梁及び柱を介して基礎へ荷重を伝達するものとする。

１．土間コンクリートとは、土に接するスラブのうち、床荷重を直接支持地盤へ伝達できるものをいい、

２．ａが 300 ㎜以下の場合に限る。

図７.11　　土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

７．８　段差のあるスラブの補強

（注）　１．壁配筋は、６.１（２）による。

７．７　スラブの打継ぎ補強等

（１）　土間スラブの打継ぎ補強

　　それ以外は土間スラブとして、梁及び柱を介して基礎へ荷重を伝達するものとする。

図７.10　　打継ぎ補強配筋

１．基礎梁とスラブを一体打ちとしないで、打継ぎを設ける場合の補強を示す。

２．土間コンクリートとは、土に接するスラブのうち、床荷重を直接支持地盤へ伝達できるものをいい、

３．ａが 300 ㎜以下の場合に限る。

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ
Ｌ２

３

ａ ａ

Ｄ13

スラブ筋と同径、
同材質、同間隔［  ］

中間部 端部

Ｄ13

X

X

XX

XX

2－Ｄ13 4－Ｄ13

外壁の端部（垂直及び水平断面）

X X X

1－Ｄ13 2－Ｄ13

端部（垂直及び水平断面）

図６.２　　壁の交差部及び端部の配筋
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S-06

鉄筋コンクリート構造配筋標準図（４）
９．梁貫通孔及びその他の配筋

（２）　孔の径は、梁せいの 1/3 以下とし、孔が円形でない場合はこれの外接円とする。

（５）　孔が並列する場合の中心間隔は、孔の径の平均値の３倍以上とする。

（６）　縦筋及び上下縦筋は、あばら筋の形に配筋する。

　　　　開口部を避けて配筋できる場合は、補強を省略することができる。

（８）　孔の径が梁せいの 1/10 以下、かつ、150㎜ 未満のものは、鉄筋を緩やかに曲げることにより、

（９）　溶接金網の余長は１格子以上とし、突出しは 10㎜ 以上とする。

　　　　なお、リング筋は、溶接金網に４箇所以上溶接する。

（10）　溶接金網の貫通孔部分には、鉄筋 1-13φのリング筋を取り付ける。

　　　　梁貫通孔の配筋は、次による。

９．１　梁貫通孔の配筋

９．３　コンクリートブロック帳壁との取合い

（１）　梁貫通孔補強筋の名称等は、図９.１による。

X

X

配筋種別 上端筋、下端筋とも（全域）

ＫＢ1 Ｄ13－200＠

ＫＢ2

ＫＢ3

ＫＢ4

ＫＢ5

ＫＢ6

ＫＢ7

Ｄ13－150＠

Ｄ13－100＠

Ｄ13,Ｄ16－150＠

Ｄ16－150＠

Ｄ16－125＠

Ｄ16－100＠

ｔ

ｔ

Ｄ13

Ｄ13

Ｄ10

Ｄ10－200＠

Ｄ10－200＠

Ｌ２

Ｌ

Ｌ

３

150

150

Ｌ３

Ｌ３

Ｌ３

Ｌ

Ｌ

Ｌ２

Ｌ２

ｔ

Ｄ10

Ｄ10

Ｄ10

Ｄ10－300＠

Ｄ10－300＠

o

図８.３　　二辺固定スラブ形階段配筋（その２）

o

o

図８.２　　二辺固定スラブ形階段配筋（その１）

Ｄ10

（７）　補強筋は、主筋の内側とする。また、鉄筋の定着長さは、図９.２による。

）

）（

３３ ３３３３ ３３

３２

１１

１１

３

３

３

２２
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３ ３

１

３

３

２

１

３

３
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２

３

２

３

３

３

３

３３

３３

３

２

３

１

３

３

２

２

２２２２ １３ １２

３

３

３３

３３

３

３

２

２

３

２３

２２２２ １１３

２１

２

３ ３

３２２２２ ２

３

２

３ ３３

２３３

２

１

２２

２２

２２

２３ ２２２ ２２ ３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

２３

２

２

３

３

２２２ ２ １３２

２

２

３

２３ ２３２２２２

３

３

３

３３

３３

３

３

３

２

３

２

３

２２２２ １

２ ２３３３２ ３

３３

３３

３３

３ ３

２ ２

３２２２ １３

３３ ４４ ４３ ３５ ３４ ４４４４４３ ３６ ３ ５４ ５４ ３３６ ５５４４ ４３３６ ５５５４ ４ ４６ ３ ５６６６５ ５ ４４４ ７６６５４
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ＢＡ ＦＥＤＣ Ｈ ＢＡＧ ＣＥＤＣ Ｂ ＦＥＤ ＨＧＦ Ｈ Ａ Ｇ ＣＢＡ ＧＦＥＤ ＣＢＡＨ ＧＦＥＤ ＣＢＨ Ａ ＤＨＧＦＥＤ ＣＢＡ ＨＧＦＥ

６０５０４５４０３５３０

貫通孔補強Ｈ形（Ｆc ＝ 24 Ｎ／㎜　以下）
２

５５

２５

（注）　１．○印のものは、梁せい 100 ㎝の場合は補強なしとする。

表中の数字に合わせた配筋種別Ｈを、表９.１より選択する。

Ｄ１０－２００＠

Ｄ１０－１５０＠

Ｄ１０－１２５＠

Ｄ１３－２００＠

Ｄ１０－１００＠

Ｄ１３－１５０＠

Ｄ１３－１２５＠

Ｄ１３－１００＠

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

一般部分のあばら筋種別

Ｌ２

b

Ｌ２

ｔ 余長

Ｌ２

b

b

余長

余長

Ｌ２

Ｌ２

　　　　には設けてはならない。

（３）　孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁中央部下端は梁下端よりＤ/3（Ｄは梁せい）の範囲

（４）　孔は、柱面から、原則として、1.5Ｄ以上離す。ただし、基礎梁及び壁付帯梁は除く。

８．２　二辺固定スラブ形階段の配筋

表８.２　二辺固定スラブ形配筋

（11）　溶接金網の割付け始点は、横筋ではあばら筋の下側とし、縦筋では貫通孔の中心とする。

Ｈ形

ＭＨ形及びＭ形

X X

X X

縦筋

横筋

斜め筋

上縦筋

下縦筋

上縦筋

横筋

あばら筋

突出し

突出し

余長

余長

余長

貫通孔外径

かぶり

かぶり

リング筋

リング筋

突合せ溶接

斜め筋

斜め筋

斜め筋

あばら筋

あばら筋 あばら筋

縦筋

縦筋

縦筋

溶接金網
溶接金網

Ｄ

Ｄ/2

突出し

貫通孔が円形の場合

図９.２　　補強筋の定着長さ

Ｌ

Ｌ

１

１

Ｌ
１

斜め筋配筋
種別

縦筋 横筋 上下縦筋 配筋図

Ｈ1

2－2－Ｄ13

2－2－Ｄ13 2－2－Ｄ13 2－2－Ｄ13

2－2－Ｄ13

なし

なし なし

Ｈ2

Ｈ3

Ｈ4

Ｈ5

Ｈ6

Ｈ7

4－2－Ｄ16

4－2－Ｄ19

4－2－Ｄ22

4－2－Ｄ13 3－2－Ｄ13

（注）　　　　　　は、一般部分のあばら筋を示す。

表９.１　Ｈ形配筋

図９.１　　梁貫通孔補強筋の名称等

下縦筋

    　　こと。

（12）　貫通孔を設ける際に用いるボイド材と、その周囲の補強筋とのかぶりが不足しないように気を付ける

（注）　下図の場合にも二辺固定スラブ形階段配筋を準用する。

　　　　２．梁せいなどが上表の中間にある場合は、補強筋の多い方を採用する。

９．２　梁貫通孔の補強形式

（１）　控壁の配筋

（２）　帳壁が土間コンクリート上に設置される場合の補強

Ｘ

Ｘ

Ｄ13

Ｄ10
Ｄ10－200＠

コンクリートブロック帳壁

Ｄ16

図９.３　　控壁の配筋（水平、垂直とも）

ｔ

Ｌ２

Ｌ２

Ｄ10

800

コンクリートの厚さ

Ｄ10－200＠

コンクリートブロック帳壁

図９.４　　壁付き土間コンクリートの補強配筋
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鉄筋コンクリート構造配筋標準図(4)



一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

ボーリ ング柱状図

杭頭レベル

杭頭レベル
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※　杭天端が所定の位置より変更があった場合監理者の指示による

※　杭位置が設計図よりずれた場合監理者の指示により関係事項のチェックを行う

※　工法　　　　Ｈｙｐｅｒ－ＭＥＧＡ工法（標準型）

※　支持層　　　弱溶結凝灰岩
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X2 X3X1

Y1

Y2

Y3

X2 X3X1

Ｘ

Ｙ

基 礎 ・ 柱 方 向

杭伏図

・杭の支持確認方法として、試験杭で採取した土質資料と土質調査時の標本との照合行うこと

杭施工について

▽基礎下端

中詰めコンクリート

a SECTION

(33Ｎ/mm2)

杭符号

※施工精度に十分配慮すること(杭芯位置が設計図よりずれた場合監理者の指示により関係事項のチェックを行う）

杭リスト

上杭 下杭 杭長 杭許容支持力(長期）
(ｋＮ／本)

杭本数

工法：Ｈｙｐｅｒ－ＭＥＧＡ工法(標準型)(大臣認定工法)　　拡大掘削径：７００mm　拡大比ω＝１．００

D=500φ

D=500φ

5
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6
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4
0
d
以
上

1
4
0

溶接長さ 140㎜【隅肉サイズS=12】

12-D32【使用鉄筋:SD390】
ａａ

柱主筋、地中梁主筋等の位置を考慮して

杭頭補強筋の溶接位置を決めること

杭頭補強筋:12-D32【使用鉄筋:SD390】
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杭伏図
S-08

（Ｐ１） ２０００φ５００　ＪＰ－ＨＳＣ(ＳＫＫ４９０)　ｔ＝１２　Ｌ＝５ｍ＜１０５Ｎ＞ φ６５０－５００　ＪＰ－ＮＰＨ　Ｃ種＜１０５Ｎ＞　Ｌ＝６ｍ １１ｍ

２０００φ５００　ＪＰ－ＨＳＣ(ＳＫＫ４９０)　ｔ＝１２　Ｌ＝５ｍ＜１０５Ｎ＞（Ｐ２） φ６５０－５００　ＪＰ－ＮＰＨ　Ｃ種＜１０５Ｎ＞　Ｌ＝５ｍ １０ｍ

　１５本

　　２本

Ａ３　Ｓ＝１：２００

吉野東中学校校舎増築その他本体工事

①杭伏図・杭番号

②杭の施工日

③杭種、杭径、杭長

⑤杭心ずれ測定記録

⑥杭傾斜測定記録

④杭施工記録（掘削深さ、継手、高止まり量、貫入量、セメントミルク量、施工時間、電流値、杭頭処理等）

⑦セメントミルク管理試験結果

・杭の施工完了後、下記内容を明記した施工報告書を監督員に提出すること

・杭の施工により汚泥が発生した場合は、監督員と協議のうえ適正に処分することとし、設計変更の対象とする。
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基 礎 ・ 柱 方 向
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1階床伏図

(特記事項)

１．基礎底は、設計ＧＬ－２３００とする。

配管ピット

(特記事項)

１．特記なき壁符号は、Ｗ１５とする。

２．ＥＷは耐震壁を示す。

特記以外は、軸組図参照とする。

３．　　　　印は、鉛直方向の構造スリット(完全スリット)位置を示す。
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3
,
0
0
0

1
,
4
0
5

2
,
0
9
5

6,400

17,6002,000

8,800

1,200

2,400
300

8,500

1
4
,
1
0
0

2
,
2
0
0

8
,
4
0
0

5
,
7
0
0

8,800 8,800

17,6002,000 1,200

1,650 7,150

2
,
7
0
0

3
,
0
0
0

1
,
4
0
5

2
,
0
9
5

基礎伏図、 1階床伏図
S-09

S2

S2

S2

S2

8,800

F
B
7

F
B
7

C3
FCG2

E
W
1
8

E
W
1
8

E
W
1
8

E
W
1
8

730

FCG2

箇所径(φ)記 号

100

③

④

150

200

250

－

－

－

①

②

地中梁スリーブ補強

F1

F1A

２．基礎梁・基礎小梁天端は、設計ＧＬ－１００とする。

３．＜　　＞内は設計ＧＬからの基礎底レベルを示す。

WF1

＜-3100＞

＜-500＞

S1

（DS1）

下部配管ピット

下部EVピット

(再生砕石t50)
＝設計GL-1105

＝設計GL-1000

2
,
7
0
0

４．　　　　印は、地下ピット範囲を示す。

５．　　　　印は、土間コンクリート(ＤＳ１)を示す。

＜土間コンクリート配筋図 ＤＳ１＞

（シングル）

１
５

０
※

Ｄ１０＠２００

土間コンクリートについては監理者の指示による。

※印寸法は意匠図参照の上施工図による。

Ａ３　Ｓ＝１：２００ Ａ３　Ｓ＝１：２００

② ② ②

②

②

４．梁貫通孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁の上下端より

　　Ｄ/3(Ｄは梁せい)の範囲には設けないものとする。

５．梁貫通孔は、原則として柱面より1.5Ｄ以上離す。ただし、基礎梁及び

　　壁付帯梁は除く。また、柱面より1.5Ｄ以上離せない箇所は、柱面より

　　1.0Ｄ以上の評定を取得した既成品を使用する。

▽
E
X
P
.
J
(
間

隔
1
5
㎝

以
上

)

既存 増築

575 600 1,2001,600

2,175

1,500675

吉野東中学校校舎増築その他本体工事
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黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3:1/80

Ｆ１Ａ Ｆ２Ｆ１

杭
芯芯

柱
＝

柱芯

杭芯

杭芯

杭
芯芯

柱
＝

柱芯

杭芯

杭芯

杭芯

杭芯

柱芯

杭
芯

杭
芯

杭
芯芯

柱
＝

ハカマ筋

ベ
ー
ス
筋

ハ
カ
マ
筋

１
１

－
Ｄ
１

３
2
0
d

2
0
d

１
６

－
Ｄ

１
９

ベース筋

ハカマ筋
６－Ｄ１３

ベース筋

ハカマ筋
６－Ｄ１３

８－Ｄ１９

＜使用鉄筋＞・Ｄ１３：ＳＤ２９５　・Ｄ１９：ＳＤ３４５

＜使用コンクリート＞・Ｆｃ＝３０Ｎ/㎜2

・ｄはベース筋の径とし、ｄoはベース筋とハカマ筋の細い方の径とする・ベース筋、ハカマ筋は末端にフックを設ける
基礎リスト

設計ＧＬ

ベ
ー
ス
筋

ハ
カ
マ
筋

１
１

－
Ｄ
１

３
2
0
d

2
0
d

１
６

－
Ｄ

１
９

ベ
ー
ス
筋

ハ
カ
マ
筋

１
１

－
Ｄ
１

３
2
0
d

2
0
d

１
６

－
Ｄ

１
９

1
1
0

6
0
5
0

杭天端

2
0
d
o

2
0
d

１６－Ｄ１９

Ｄ１３＠３００

６－Ｄ１３

１１－Ｄ１３

Ｄ１３＠３００

1
1
0

60
5
0

杭天端

杭天端

1
1
0

6
0
5
0

2
0
d
o

2
0
d

2
0
d
o

2
0
d

８－Ｄ１９

１６－Ｄ１９

１６－Ｄ１９

１６－Ｄ１９

６－Ｄ１３

１１－Ｄ１３

１１－Ｄ１３

１１－Ｄ１３

Ｘ

Ｙ

基 礎 ・ 柱 方 向

基礎リ スト
S-10

750750
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3
,
0
0
0

7
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7
5
0

7
5
0

7
5
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750750
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3
,
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0
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,
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,
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500 1,0005001,000

1,
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0

1
,
5
0
0

5
0
0

1,
8
0
02
,
3
0
0

3
0
0

1
,
3
00

1
,
8
0
0

3
,
1
0
0

3
0
0

3
0
0

5
0
0

1,
8
0
02
,
3
0
0

Ａ３　Ｓ＝１：８０

１０－Ｄ１９

１０－Ｄ１９

ベース筋
１６－Ｄ１９

１１－Ｄ１３
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一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

基礎梁リ スト A3:1/60

S-11

＜使用鉄筋＞・Ｄ１０、Ｄ１３：ＳＤ２９５　　・Ｄ２２、Ｄ２５：ＳＤ３４５

＜使用コンクリート＞・Ｆｃ＝３０Ｎ/㎜2とする。

符　号

位　置

B × D

▽設計ＧＬ

上端筋

下端筋

あばら筋

腹　筋

断　面

全断面

6-D13

7

FG2FG1

全断面

□-D13@150

6-D13

11-D25

10-D25

1
1
0

6
0
5
0

7
4

7
3

全断面

□-D13@150

6-D13

7

FG3

全断面

□-D13@150

6-D13

11-D25

FG4

1
1
0

6
0
5
0

9-D25

6
5

3
6

全断面

1
1
0

6
0
5
0

500×1200

4-D13

FG5A

5

5

4

3

9-D25

8-D25

全断面

□-D13@200

4-D13

8-D25

FG6

600×1200

1
1
0

6
0
5
0

6
5

6
2

11-D25

全断面

4-D13

600×1200

1
1
0

6
0
5
0

6

6

FG7

10-D25

□-D13@100□-D13@150

4

650×1500 550×1500

基礎梁リスト

符　号

位　置

B × D

▽設計ＧＬ

上端筋

下端筋

あばら筋

腹　筋

断　面

4
4

5-D22

8-D22

X2通り

4
4

5-D22

8-D22

X2通り

□-D10@150

2-D10

4-D22

5-D22

中　央

FB1

4-D22

5-D22

中　央

4-D22

4-D22

X3通り

400×1000

4
1

4
1

4
1

1
1
0

6
0
5
0

4-D22

4-D22

X1通り

1
1
0

6
0
5
0 3

2

□-D10@150

2-D10

□-D10@150

2-D10

400×1000 350×1000

FB2 FB3

3-D22

3-D22

3-D22

5-D22

両　端 中　央

符　号

位　置

B × D

▽設計ＧＬ

上端筋

下端筋

あばら筋

腹　筋

断　面

FB5 FB6 FB7

1
1
0

6
0
5
0

巾止め筋はＤ１０＠１０００以下とする。

梁二段筋のあきは１．５ｄ(ｄ：鉄筋径)とする。

□-D10@200

4-D10

1
1
0

6
0
5
0

3-D19

300×1200

全断面

□-D10@200

4-D10

1
1
0

6
0
5
0

3-D19

3-D19

300×1200

全断面

□-D10@200

3-D19

3-D19

全断面

1
1
0

6
0
5
0

300×600

2-D10

全断面

1
1
0

6
0
5
0

500×1200

□-D13@200

4-D13

5-D25

5-D25

FG5

全断面

1
1
0

6
0
5
0

500×1200

□-D13@200

4-D13

5-D25

5-D25

FCG1FB4

□-D10@200

4-D10

1
1
0

6
0
5
0

3-D19

3-D19

300×1200

全断面

□-D10@200

3-D19

3-D19

全断面

FCG2

1
1
0

6
0
5
0

300×700

1
0
0

1
0
0

1
,
5
0
0

650

1
0
0

1
0
0

1
,
5
0
0

550

1
0
0

1
,
2
0
0

500

1
0
0

1
,
2
0
0

600

1
0
0

1
,
2
0
0

600

1
0
0

400 400400 400 400

1
,
0
0
0

1
0
0

1
,
0
0
0

400

1
0
0

1
,
0
0
0

350

1
0
0

1
,
2
0
0

300

1
0
0

1
,
2
0
0

300

1
0
0

6
0
0

300

1
0
0

1
,
2
0
0

500

1
0
0

1
,
2
0
0

500

1
0
0

1
,
2
0
0

300

1
0
0

7
0
0

300

2-D10

650×1600 650×1600

1
1
0

6
0
5
0 7

1
1
0

6
0
5
0 7

650 650

7

14-D25

□-D13@100

6

13-D25

11-D25

1
,
6
0
0

1
,
6
0
0

46

13-D25

5

11-D25

基礎梁上端フカシ部補強要領

※　下記リストの本数によらない場合は、増打ち断面の0.8％以上かつＤ16以上、
　　鉄筋間隔200mm以下で別途算出し、監理者の承認を得ること

あばら筋補強梁幅：Ｂ 増打ち：Ｈ 軸方向補強筋 腹筋

３－Ｄ１９Ｂ＝３００・３５０

Ｂ＝４００ ４－Ｄ１９

Ｂ＝５００～６００

５－Ｄ２２Ｂ＝６５０

Ｂ＝６５０

Ｂ＝３００

Ｂ＝３５０

Ｂ＝４００

４－Ｄ２２

４－Ｄ２２ ４－Ｄ１９

３－Ｄ２２

Ｈ＝８７０ ５－Ｄ２２

Ｂ＝５００ ４－Ｄ２５

６－Ｄ２５

Ｈ＝３７０ ２－Ｄ１３

４－Ｄ２２

あばら筋と同径

　　　同ピッチ

Ｈ

軸方向補強筋

Ｂ

３
０

ｄ

あばら筋補強

腹筋

A3　S＝1/60

4
1

1
3

4-D19

吉野東中学校校舎増築その他本体工事
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A3:1/200各階伏図( 1)

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

S-12

X2 X3X1

C1 C1

C3 C4 C5

C6 C6

X2 X3X1

Y1

Y2

Y3

B1 B2

B3

3G1

3G2

3G4

3
G
5

3
G
6

3
G
5

3
G
73
G
5
A

C2

3
C
G
1

B4

B
5

B6

・見上げ図とする

２階柱壁３階梁床伏図 Ｘ

Ｙ

基 礎 ・ 柱 方 向

(特記事項)

１．特記なき壁符号は、Ｗ１５とする。

２．ＥＷは耐震壁を示す。

特記以外は、軸組図参照とする。

３．　　　　印は、鉛直方向の構造スリット(完全スリット)位置を示す。

3G1

3G3

S1
S1S1

S1

8,800

17,600

8,800

2,400 8,500
300

8,800 8,800

17,6002,000

1
4
,
1
0
0

2
,
2
0
0

3
,
5
0
0

8
,
4
0
0

5
,
7
0
0

2
,
7
0
0

3
,
0
0
0

S2

S2S2

3CG2

2,000

6,400

E
W
1
8

E
W
1
8

箇所径(φ)記 号

100

③

④

150

200

250 －

①

②

3

23

3

3階梁スリーブ補強

CS3

730

Ａ３　Ｓ＝１：２００

② ②

② ② ② ②

S2

③

①

②

①

② ②

①

③ ②

②② ② ② ② ②

③ ②

② ②

②②

② ②

４．梁貫通孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁の上下端より

　　Ｄ/3(Ｄは梁せい)の範囲には設けないものとする。

X2 X3X1

C1 C1

C3 C4 C5

C6 C6

Y1

Y2

Y3

X2 X3X1

B1 B2

B3

2G1

2G2 2G3

2G4

2
G
7

C2

2
G
5
A

B4

B
5

B6

・見上げ図とする

１階柱壁２階梁床伏図 Ｘ

Ｙ

基 礎 ・ 柱 方 向

(特記事項)

１．特記なき壁符号は、Ｗ１５とする。

特記以外は、軸組図参照とする。

３．　　　　印は、鉛直方向の構造スリット(完全スリット)位置を示す。

S1
S1S1

S1

8,800

17,6002,000

8,800

2,400
300

8,500

1
4
,
1
0
0

2
,
2
0
0

3
,
5
0
0

8
,
4
0
0

5
,
7
0
0

1
,
5
0
0

2
,
0
0
0

8,800 8,800

17,6002,000

7,150

2
,
7
0
0

3
,
0
0
0

S2

S2 S2

S2

2CG2

6,400

B
7

B
7

2
C
G
1

E
W
1
8

E
W
1
8

箇所径(φ)記 号

100

150

200

250

①

③

②

④

1

12

6

2階梁スリーブ補強

CS3

CS4

730

Ａ３　Ｓ＝１：２００

1,650

5

③ ② 2G1

③

③

④④

④④

②②②

②

③ ③ ③

② ②

①

②

②

S1
④

S1

②②

②

2
G
5

2
G
6

2
G
5
B

２．ＥＷは耐震壁を示す。

４．梁貫通孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁の上下端より

　　Ｄ/3(Ｄは梁せい)の範囲には設けないものとする。

５．梁貫通孔は、原則として柱面より1.5Ｄ以上離す。ただし、壁付帯梁

　　は除く。また、柱面より1.5Ｄ以上離せない箇所は、柱面より1.0Ｄ以上

　　の評定を取得した既成品を使用する。

５．梁貫通孔は、原則として柱面より1.5Ｄ以上離す。ただし、壁付帯梁

　　は除く。また、柱面より1.5Ｄ以上離せない箇所は、柱面より1.0Ｄ以上

　　の評定を取得した既成品を使用する。

▽
E
X
P
.
J
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間

隔
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5
㎝

以
上

)

既存 増築
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隔
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㎝

以
上

)

既存 増築
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3,250700700
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吉野東中学校校舎増築その他本体工事



X2 X3X1

C1 C1

C3 C4 C5

C6 C6

X2 X3X1

Y1

Y2

Y3

X2 X3X1

C3 C4 C5

Y1

Y2

Y3

X2 X3X1

B1 B2

B3

B1

一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

A3:1/200各階伏図( 2)
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  ㈲鎌田建築構造設計事務所
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　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄
R
G
5
A

4
C
G
1

B4 B4

B
5

B
5

B6 B6

・見上げ図とする

３階柱壁４階梁床伏図

・見上げ図とする

４階柱壁Ｒ階梁床伏図Ｘ

Ｙ

基 礎 ・ 柱 方 向

Ｘ

Ｙ

基 礎 ・ 柱 方 向

(特記事項)

１．特記なき壁符号は、Ｗ１５とする。

２．ＥＷは耐震壁を示す。

特記以外は、軸組図参照とする。

３．　　　　印は、鉛直方向の構造スリット(完全スリット)位置を示す。

(特記事項)

１．特記なき壁符号は、Ｗ１５とする。

２．ＥＷは耐震壁を示す。

特記以外は、軸組図参照とする。

３．　　　　印は、鉛直方向の構造スリット(完全スリット)位置を示す。

S1
S1S1

S1

S1

S1

S1

S1

B2

S1

4G1

4G3

8,800

6,400

17,600

8,800

2,400 8,500
300

8,800 8,800

17,6002,000

1
4
,
1
0
0

2
,
2
0
0

3
,
5
0
0

8
,
4
0
0

5
,
7
0
0

8,800

6,400

17,600

8,800

2,400

1,450

8,500

8
,
4
0
0

1
4
,
1
0
0

1
,
4
5
0

3
,
5
0
0

2
,
2
0
0

5
,
7
0
0

1
,
4
5
0

1
,
2
5
0

8,800 8,800

17,6002,000 1,450

2
,
7
0
0

3
,
0
0
0

2
,
7
0
0

3
,
0
0
0

※
１

C6 C6

※
１

※
１

R
C
G
1

※
１

（スラブ上端筋の下に配置し
※１:5-D10-@100 L=1500

柱内に３５ｄアンカーする）

C1

※
１

C1

S-13

S2

S2

S2

S2

S2

S2

S2

S2

RCG2

2,000

4CG2

2,000

E
W
1
5

E
W
1
5

箇所径(φ)記 号

100

③

④

150

200

250 －

①

②

3

23

3

4階梁スリーブ補強

箇所径(φ)記 号

100

③

④

150

200

250 －

①

②

3

23

3

R階梁スリーブ補強

CS1

RG4

CS2

CS1

CS1

B3

CS1

CS3CS3

950

300

730730

Ａ３　Ｓ＝１：２００ Ａ３　Ｓ＝１：２００

②③ ② ②③ ② ②③ ② ②③ ②

②② ② ② ② ② ②② ② ② ② ②

② ② ② ②② ② ② ② ② ② ② ②② ② ② ②

②② ②②

③ ③

①

②

①

②

①

②

①

②②

①

②

①

４．梁貫通孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁の上下端より

　　Ｄ/3(Ｄは梁せい)の範囲には設けないものとする。

４．梁貫通孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁の上下端より

　　Ｄ/3(Ｄは梁せい)の範囲には設けないものとする。

５．梁貫通孔は、原則として柱面より1.5Ｄ以上離す。ただし、壁付帯梁

　　は除く。また、柱面より1.5Ｄ以上離せない箇所は、柱面より1.0Ｄ以上

　　の評定を取得した既成品を使用する。

５．梁貫通孔は、原則として柱面より1.5Ｄ以上離す。ただし、壁付帯梁

　　は除く。また、柱面より1.5Ｄ以上離せない箇所は、柱面より1.0Ｄ以上

　　の評定を取得した既成品を使用する。

▽
E
X
P
.
J
(
間

隔
1
5
㎝

以
上

)

既存 増築

▽
E
X
P
.
J
(
間

隔
1
5
㎝

以
上

)

既存 増築

2,350675 375
375

2,050 6751,500 2,4001,500 1,500 1,700 2,500

2,350675 375
375

2,050 6751,500 2,4001,500 1,500 1,700 2,500

2,075 700 900 5,125 1,925 700 950 5,225 2,075 700 900 5,125 1,925 700 950 5,225

700 2,550
375675
375 700 2,150 6752,4001,400 700 1,550 700 2,650 700 2,550

375675
375 700 2,150 6752,4001,400 700 1,550 700 2,650

2,075 700 2,075 700

1,300575

1,300575

8
5
0
6
0
0

8
5
0

7
5

8
0
0

8
5
0
6
0
0

8
5
0

7
5

8
0
0
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RG4

4G4

3G4

2G4

▽設計GL
▽1FL

▽2FL

▽3FL

▽4FL

▽最高高さ

▽RFL(水下)
△RF梁天

△4F梁天

△3F梁天

△2F梁天

RG3

4G2 4G3

3G2 3G3

RG2

▽設計GL
▽1FL

▽2FL

▽3FL

▽4FL

▽最高高さ

▽RFL(水下)
△RF梁天

△4F梁天

△3F梁天

△2F梁天

Fc=24N/㎜2

Fc=27N/㎜2

Fc=30N/㎜2

コンクリート強度区分

Fc=24N/㎜2

Fc=27N/㎜2

Fc=30N/㎜2

コンクリート強度区分

軸組図( 1)

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3: 1/200

X2 X3X1

Y2通り軸組図

X2 X3X1

2G2 2G3

FG3

FG4

F1 F1F2

F1 F1A

特記なき壁符号はＷ１５を示す

印は垂直壁スリット位置を示す
印は水平壁スリット位置を示す

開口部寸法については意匠図参照の上施工図による

　　　部は梁上端フカシ部を示す
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8,800 8,800

17,600
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3
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,
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0
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,
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S-14

FG2
FCG2

1C4

2C4

3C4

4C4

1C5

2C5

3C5

4C5

1C3

2C3

3C3

4C3

1C6 1C6

2C6 2C6

3C6 3C6

4C6 4C6

RG1

4G14G1

3G1 3G1

RG1

▽設計GL
▽1FL

▽2FL

▽3FL

▽4FL

▽最高高さ

▽RFL(水下)
△RF梁天

△4F梁天

△3F梁天

△2F梁天

Fc=24N/㎜2

Fc=27N/㎜2

Fc=30N/㎜2

コンクリート強度区分

X2 X3X1

Y1通り軸組図

2G1

FG1FG1

F1F1F1
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1
,
8
5
0

9
0
0

1
,
8
5
0

9
0
0

1
,
8
5
0

9
0
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2G1

1C1

2C1

3C1

4C1

1C1

2C1

3C1

4C1 4C2

3C2

2C2

1C2

Ａ３　Ｓ＝１：２００ Ａ３　Ｓ＝１：２００

Ａ３　Ｓ＝１：２００Y3通り軸組図

3,3701,380
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A3: 1/200

RG6 RG7

4G6 4G7

3G6 3G7

▽設計GL
▽1FL

▽2FL

▽3FL

▽4FL

▽最高高さ

▽RFL(水下)
△RF梁天

△4F梁天

△3F梁天

△2F梁天

RG5

4G5

3G5

RCG1

4CG1

3CG1

EW15

▽設計GL
▽1FL

▽2FL

▽3FL

▽4FL

▽最高高さ

▽RFL(水下)
△RF梁天

△4F梁天

△3F梁天

△2F梁天

4G5A

3G5A

RG5

4G5

3G5

EW15

▽設計GL
▽1FL

▽2FL

▽3FL

▽4FL

▽最高高さ

▽RFL(水下)
△RF梁天

△4F梁天

△3F梁天

△2F梁天

Fc=24N/㎜2

Fc=27N/㎜2

Fc=30N/㎜2

コンクリート強度区分

Fc=24N/㎜2

Fc=27N/㎜2

Fc=30N/㎜2

コンクリート強度区分

Fc=24N/㎜2

Fc=27N/㎜2

Fc=30N/㎜2

コンクリート強度区分

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

Y1 Y2 Y3

X2通り軸組図

Y1 Y2 Y3

X1通り軸組図

Y1 Y2 Y3

X3通り軸組図

2G6 2G72G5A2G5

2CG1

FG5 FG5A FG6 FG7

FG5 FCG1

F1

F1A

F1 F2F1 F1

F1 F1

特記なき壁符号はＷ１５を示す

印は垂直壁スリット位置を示す
印は水平壁スリット位置を示す

開口部寸法については意匠図参照の上施工図による

　　　部は梁上端フカシ部を示す

軸組図( 2)
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S-15

RG5A

EW15

EW18
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EW15

EW18

EW18

2G5B

1C6

2C6

3C6

4C6

1C6

2C6

3C6

4C6

1C2

2C2

3C2

4C2

1C4

2C4

3C4

4C4
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Ａ３　Ｓ＝１：２００ Ａ３　Ｓ＝１：２００
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【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3: 1/80

階 符　号

D

B
Y

X

柱リスト

梁仕口内HOOP

主　筋

帯　筋

梁仕口内HOOP

Ｂ×Ｄ

主　筋

帯　筋

梁仕口内HOOP

Ｂ×Ｄ

断　面

断　面

２階

１階

梁仕口内HOOP

主　筋

帯　筋

Ｂ×Ｄ

断　面

３階

梁仕口内HOOP

主　筋

帯　筋

Ｂ×Ｄ

断　面

４階

750×750

22-D25

-D13@100

9

4

-D13@100

750×750

20-D25

-D13@100

4

8

-D13@100

C2

＜使用コンクリート＞・１階柱：Ｆｃ＝３０Ｎ/㎜2、２階柱：Ｆｃ＝２７Ｎ/㎜2、３・４階柱：Ｆｃ＝２４Ｎ/㎜2

4

7

-D13@100

750×750

18-D25

5

4

-D13@100

750×750

14-D25

-D13@100

4

4

4

4

-D13@100

750×750

12-D25

-D13@100

-D13@100

750×750

12-D25

C1

-D13@100

4

4

-D13@100

750×750

12-D25

-D13@100

-D13@100 -D13@100

750×750

26-D25

-U10.7@100

高強度せん断補強筋
U10.7(ウルボン1275)使用

9

6
二段筋

-D13@100

-D13@100

750×750

18-D25

-D13@100

4

75

4

-D13@100

750×750

14-D25

-D13@100

5

4

-D13@100

750×750

-D13@100

14-D25

5

4

-D13@100

750×750

-D13@100

14-D25

C3

4

4

-D13@100

750×750

12-D25

-D13@100

4

4

-D13@100

750×750

12-D25

-D13@100

4

4

-D13@100

750×750

12-D25

-D13@100

4

4

-D13@100

750×750

12-D25

-D13@100

-D13@100

C4

-D13@100

-D13@100

-D13@100

-D13@100

4

650×650

6

16-D25

-D13@100

12-D25

-D13@100

4

650×650

4

-D13@100

12-D25

-D13@100

4

650×650

4

-D13@100

12-D25

-D13@100

4

650×650

4

C5 C6

異形鉄筋Ｄ１３を用いた帯筋・柱梁仕口内ＨＯＯＰの形状はＨ型(１３５°曲げフック)とする。

加工は工場にて適切な管理のもとで行う。

柱梁仕口内ＨＯＯＰはリスト参照とする。Ｕ１０．７は高強度せん断補強筋ＳＢＰＤ１２７５(ウルボン)を示し、溶接閉鎖型筋を用い

柱リ スト

＜使用鉄筋＞・Ｄ１３：ＳＤ２９５　　・Ｄ２５：ＳＤ３４５　・Ｕ１０．７：ＳＢＰＤ１２７５(ウルボン)

S-16

750×750

26-D25

-U10.7@100

9

6
二段筋

-D13@100

高強度せん断補強筋
U10.7(ウルボン1275)使用

750×750

26-D25

-U10.7@100

9

6
二段筋

-D13@100

高強度せん断補強筋
U10.7(ウルボン1275)使用

-U10.7@100 -U10.7@100

高強度せん断補強筋
U10.7(ウルボン1275)使用

高強度せん断補強筋
U10.7(ウルボン1275)使用

-D13@100

5

4

-D13@100

750×750

14-D25

-D13@100

5

4

-D13@100

750×750

14-D25

Ａ３　Ｓ＝１：８０
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【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3: 1/80梁リ スト ( 1)
S-17

位　置

符　号
階

Ｂ×Ｄ

上端筋

下端筋

ＳＴＰ

腹　筋

断　面

Ｒ階

Ｂ×Ｄ

上端筋

下端筋

ＳＴＰ

腹　筋

断　面

Ｂ×Ｄ

上端筋

下端筋

ＳＴＰ

腹　筋

Ｂ×Ｄ

上端筋

下端筋

ＳＴＰ

腹　筋

２階

３階

４階

断　面

断　面

巾止め筋はＤ１０＠１０００以下とする。

梁二段筋のあきは１．５ｄ(ｄ：鉄筋径)とする。

大梁主筋のカットオフ長さは下記凡例による。

Ｄ

Ｂ

5
4

-D13@200

4-D10

5-D22 5-D22

5-D229-D22

4-D10

5
4

5-D25

5-D259-D25

7-D25

-D13@150

4-D10

4

-D13@100

6

6-D25

6-D2510-D25

8-D25

Ｇ１

中　央両　端

5
1

450×960

-D13@200

4-D10

4-D22 4-D22

4-D226-D22

両　端

Ｇ２

5
2

-D13@200

4-D22

450×850

7-D22

2-D10

5
4

450×850

-D13@150

5-D22

5-D229-D22

5-D22

2-D10

5
4

500×850

5-D25

5-D25

5-D25

9-D25

-D13@100

2-D10

5

500×850

5-D25

5-D25

5-D25

2-D10

3

8-D25

-D13@200

-D13@100

2-D10

600×850

6
5

6
2

6-D25

6-D2511-D25

8-D25

中　央両　端

-D13@200

4-D22 4-D22

450×850

2-D10

Ｇ３

6-D22

5

450×850

5-D22

5-D22

5-D22

2-D10

3

8-D22

-D13@200

5

450×850

2-D10

-D13@200

2

7-D22

4-D22 4-D22

4-D22

2-D10

600×850

6

6-D25

6-D25

3

9-D25

6-D25

-D13@150

2-D10

6-D25

-D13@150

6

650×850

2-D10

6-D25

-D13@150

6

650×850

1

7-D25

5-D255-D25

2

8-D25

5-D255-D25

中　央

4-D22

4-D22

5
1

中　央両　端

4-D22 4-D22

4-D225-D22

Ｇ４

-D13@200

450×850

2-D10

5-D22

＜使用鉄筋＞・Ｄ１０、Ｄ１３：ＳＤ２９５　　・Ｄ２２、Ｄ２５：ＳＤ３４５

＜使用コンクリート＞・２階梁：Ｆｃ＝３０Ｎ/㎜2 、・３階梁：Ｆｃ＝２７Ｎ/㎜2 、 ４・Ｒ階梁：Ｆｃ＝２４Ｎ/㎜2とする。梁リスト（１）

Ｇ５

全断面

4-D22

4-D22

-D13@200

2-D10

400×850

4-D22

4-D22

-D13@200

2-D10

400×850

4-D22

4-D22

-D13@200

2-D10

4-D22

4-D22

-D13@200

2-D10

4-D22

4-D22

-D13@200

2-D10

400×600

400×600

400×600

-D13@200

2-D10

500×850

5

5
3

5-D22

5-D22

8-D22

4

9-D22

-D13@200

2-D10

500×850

5

5
3

5-D22

5-D22

8-D22

4

9-D22

2-D10

500×850

5

5

5-D22

5-D22

5

4

10-D22

9-D22

中　央両　端

Ｇ６

-D13@200

2-D10

500×850

5
3

5-D22

5-D228-D22

8-D22

Ｇ７

Y2通り端 中央・Y3通り端

2-D10

500×850

4-D22

4-D22

4-D22

5-D22

-D13@150

2-D10

500×850

4-D22

4-D22

4-D22

5-D22

-D13@150

2-D10

500×850

4-D22

4-D22

4-D22

5-D22

-D13@150

2-D10

500×850

4-D22

4-D22

4-D22

5-D22

-D13@150

3
5

X2通り端 X2通り端中　央

Ｂ１

中　央X1通り端 X3通り端

4 4

2-D10

400×850

-D10@150

2-D10

400×850

-D10@150

4
4

4
1

8-D22

5-D22

4
4

4
1

8-D22

5-D22

2-D10

400×850

4
1

4-D22

-D10@150

5-D22

2-D10

400×850

4
1

4-D22

-D10@150

5-D224-D22

4-D22

4-D22

4-D22

4
4

4
1

8-D22

5-D22

4
4

4
1

8-D22

5-D22

2-D10

400×850

4
1

4-D22

-D10@150

5-D22

2-D10

400×850

4
1

4-D22

-D10@150

5-D224-D22

4-D22

4-D22

4-D22

5-D22

2-D10

400×850

4-D22

-D10@150

5-D22

2-D10

400×850

4-D22

5-D224-D22

4-D22

4-D22

4-D22

3 3

4-D22 4-D22

4-D22

4-D22

4-D22

4-D224-D22

4-D22

4-D22

4-D227-D22 7-D22

Ｂ２

全断面

Ｇ５Ａ

全断面

Ｇ５Ｂ

4-D22

4-D22

-D13@200

2-D10

400×850

-D13@200

2-D10

400×850

4-D25

4-D25

450×900

500×900

550×900

2
6

5
2

4-D22

4-D22

-D13@200

2-D10

400×850

4-D22

4-D22

-D13@200

2-D10

400×850

A3　S＝1/80

9-D22

5-D22

9-D22

4
5

4
5

-D10@100-D13@150
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一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3: 1/80

位　置

符　号
階

Ｂ×Ｄ

上端筋

下端筋

ＳＴＰ

腹　筋

断　面

Ｒ階

Ｂ×Ｄ

上端筋

下端筋

ＳＴＰ

腹　筋

断　面

Ｂ×Ｄ

上端筋

下端筋

ＳＴＰ

腹　筋

Ｂ×Ｄ

上端筋

下端筋

ＳＴＰ

腹　筋

２階

３階

４階

断　面

断　面

中　央両　端

350×850

3-D22

3-D223-D22

2-D10

-D10@150

3
1

4-D22

Ｂ３

350×850

3-D22

3-D223-D22

2-D10

-D10@150

3
1

4-D22

350×850

2-D10

Ｂ５

両　端 中　央

3-D22

3-D22 3-D22

350×700

2-D10

-D10@150

5-D22

3-D22

3-D22 3-D22

350×700

2-D10

-D10@150

3
2

5-D22

3-D22

3-D22 3-D22

350×700

2-D10

-D10@150

3
2

5-D22

3-D22

3-D22 3-D22

350×700

2-D10

-D10@150

3
2

5-D22

S-18
梁リ スト ( 2)

＜使用鉄筋＞・Ｄ１０、Ｄ１３：ＳＤ２９５　　・Ｄ２２、Ｄ２５：ＳＤ３４５

＜使用コンクリート＞・２階梁：Ｆｃ＝３０Ｎ/㎜2 、・３階梁：Ｆｃ＝２７Ｎ/㎜2 、 ４・Ｒ階梁：Ｆｃ＝２４Ｎ/㎜2とする。梁リスト（２）

巾止め筋はＤ１０＠１０００以下とする。

梁二段筋のあきは１．５ｄ(ｄ：鉄筋径)とする。

大梁主筋のカットオフ長さは下記凡例による。

3
2

2-D10

350×700

3-D22

3-D22

-D10@150

2-D10

350×700

3-D22

3-D22

-D10@150

2-D10

350×700

3-D22

3-D22

-D10@150

Ｂ４

2-D10

350×700

3-D22

3-D22

-D10@150

全断面

2-D10

400×850

-D13@150

4
4

4
4

2-D10

400×850

8-D22

8-D22

-D13@150

4
4

4
4

2-D10

400×850

8-D22

8-D22

-D13@150

4
4

4
4

2-D10

400×850

4
4

4
4

2-D10

350×700

3-D22

3-D22

-D10@150

2-D10

350×700

3-D22

3-D22

-D10@150

2-D10

350×700

3-D22

3-D22

-D10@150

全断面

2-D10

350×700

3-D22

3-D22

-D10@150

ＣＧ１ ＣＧ２

全断面

Ｂ６

2-D10

250×500

2-D19

2-D19

-D10@200

2-D10

250×500

2-D19

2-D19

-D10@200

2-D10

250×500

2-D19

2-D19

-D10@200

2-D10

250×500

2-D19

2-D19

-D10@200

全断面

2-D10

-D10@200

Ｂ７

300×500

3-D19

3-D19

-D13@100

8-D25

8-D25

A3　S＝1/80

8-D25

8-D25

400×850

6-D22

8-D22

4
4

4
2

3
2

-D13@100

4-D10

-D13@100

3-D22

5-D22

全断面

＜全断面＞

＜全断面＞
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一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3: 1/60

S-19
壁リ スト 、 スラブリ スト

符　号

断　面

壁　厚

縦　筋

横　筋

縦　筋

横　筋

斜　筋

（垂直断面）

開

部

強

口

補

配筋タイプ

開口部補強要領図

壁リスト

＜使用鉄筋＞・Ｄ１０～Ｄ１６：ＳＤ２９５　　・ダブル配筋の場合、巾止め筋はＤ１０＠１０００以下とする

符　号

スラブリスト

端　部

柱間帯

短辺方向

中　央 全　断

柱列帯

（主筋方向）

柱間帯

端　部

長辺方向

中　央

（配力筋方向）

柱列帯

全　断

備　考位　置版　厚
(t)

＜使用鉄筋＞・Ｄ１０，Ｄ１３：ＳＤ２９５

ＲＳ１

ＲＳ２

＜使用コンクリート＞・１階壁：Ｆｃ＝３０Ｎ/㎜2、２階壁：Ｆｃ＝２７Ｎ/㎜2、３・４階壁：Ｆｃ＝２４Ｎ/㎜2

ダブル

D10@200

EW18

D10@200

180

150

150

シングル

D10@150

1-D13

1-D13

D10@150

1-D13

W15

150

150

シングル

D10@150

D10@150

EW15

－

－

－

－

－

－

＜使用コンクリート＞・２階床：Ｆｃ＝３０Ｎ/㎜2、３階床：Ｆｃ＝２７Ｎ/㎜2、４・Ｒ階床：Ｆｃ＝２４Ｎ/㎜2

４～１Ｓ１

モチアミ配筋

上端筋

下端筋

１５０

Ｄ１０Ｄ１３＠２００

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２５０

Ｄ１０＠２５０

モチアミ配筋

上端筋

下端筋

１５０

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００

モチアミ配筋

上端筋

下端筋

１５０

Ｄ１０＠２５０

Ｄ１０＠２５０

４～１Ｓ２ モチアミ配筋

上端筋

下端筋

１５０

Ｄ１０Ｄ１３＠１５０

Ｄ１０＠１５０

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０Ｄ１３＠２００

Ｄ１０＠２００

モチアミ配筋

上端筋

下端筋

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０Ｄ１３＠２００

Ｄ１０＠２００

外部に面する壁及び水かかり部分の壁は
補強の上ワイヤーメッシュ補強を行う

80
d

4
0
d

40d

ａ

W15の配筋は一列とする

300

1,
00
0

φ3.2×50×50
ワイヤーメッシュ

１５０ＲＣＳ１

Ｄ１０＠２００

Ｄ１３＠２００

モチアミ配筋

上端筋

下端筋

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００

１５０ＲＣＳ２

Ｄ１０＠２００

Ｄ１３＠２００

モチアミ配筋

上端筋

下端筋

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００

１５０

Ｄ１０＠２００

ＲＣＳ３

Ｄ１０Ｄ１３＠２００

モチアミ配筋

上端筋

下端筋

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００

１５０

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０Ｄ１３＠２００

４～２ＣＳ３

モチアミ配筋

上端筋

下端筋

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００

２００

Ｄ１３＠１５０

Ｄ１０＠１５０

２ＣＳ４

モチアミ配筋
<ＥＶピット>

上端筋

下端筋

ＦＳ１

Ｄ１３＠２００ Ｄ１３＠２００

Ｄ１３＠２００Ｄ１３＠２００

２５０

180

Ａ３　Ｓ＝１：６０
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一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3:1/60雑配筋図
S-20

Y3

水下

最高高さ

ＲＣＳ２配筋図 ＲＣＳ３配筋図ＲＣＳ１配筋図

雑配筋図　　S=1/30

X1 X1

Y3

２ＣＳ４配筋図

4～2SL

パラペット配筋図

水下

最高高さ

X1

スラブ勾配による梁増打補強要領図

イ

ロ

イ

ロ

補強筋：２－Ｄ１６

受け筋：　 －Ｄ１０＠２００

イロ

3
5
d

４～２ＣＳ３配筋図

4～2SL

35d

25d

Y1

水下

最高高さ

1-D13

D10＠200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

2-D13

1-D13

35d

25d

水下

最高高さ

(ｼﾝｸﾞﾙ)
D10@200

2-D13 1-D131-D13

D13＠200

D10＠200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

D10＠200

2-D13

D10D13＠200

D10＠200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

D10＠200

2-D13

D10D13＠200

25d 25d

2SL

35d 35d
35d

D13＠200

D10＠200

D13＠150

D10＠150

1-D16

D10＠200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)
D10＠200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

1-D13 2-D13

1-D13

1-D13

D10＠200(ｼﾝｸﾞﾙ)

2
5
d

1-D13

1-D13

1-D10
1-D13

D10＠200(ｼﾝｸﾞﾙ)

3
5
d

3
5
d

1-D13

(ｼﾝｸﾞﾙ)
D10@200

1-D13

(ｼﾝｸﾞﾙ)
D10@200

D10＠200

ベース筋：D10＠200

1-D13

2-D13

4-D10

2-D13

(ｼﾝｸﾞﾙ)
D10@200

(ｼﾝｸﾞﾙ)
D10@200

1-D13

配膳室前ＷＦ１配筋図 ＥＶピット(ＦＳ１)配筋図

Y1

Y3

設計GL

設計GL

1FL

1-D13

D13＠200

D13＠200

FS1

FG4FB6

120
20

20

800 200

60
20

5
0
0

1
7
0

2
0

6
0
0

120
20 20

160

730 730

4
0
0

2,000

1
5
0

850

1,000 250

120

20
20

6
0
0

5
0
0

1
7
0

2
0

200

65
20

1,000

1,200250

6
0
0

1
5
0

2
0 2
0

2
0
0

2
0

20 20
120

160

1
5
0

1
5
0

5
0
0

8
0
0

1
2
0

600
100 100

3
0

3
5
0

1
5
0

20 20
120

160

20
150

6
0
0

2,700

2
5
0

1
,
0
0
0

3
0
0

ＳＥＣＴＩＯＮａ

４０ｄ

４０ｄ

各上下２－Ｄ１３

各１－Ｄ１３

２－Ｄ１３

２－Ｄ１３

各２－Ｄ１３

各２－Ｄ１３

開口部

ａ

小庇配筋図

（外部）

壁縦筋

梁

２５０

２５０

※

（内部）

(振れ止め筋)

スリット材
(既製品)

Ｄ１０＠３００

２５

構造スリット要領図

(鉛直スリット) (水平スリット)

壁縦筋スリット材
(既製品)

(振れ止め筋)

（内部）

（外部）

柱

Ｄ１０＠３００

２５０ ２５０

※Ｗ１

壁横筋
二次壁高さの1/100以上)

壁横筋

　延焼の恐れのある部分は６０分以上の耐火性を必要とする。

※鉛直スリットの厚み

※水平スリット、腰壁・垂壁スリットの厚みは全て25㎜とする。

・スリット材については耐火性、遮音性、防火性のあるものを使用する。

・振れ止め筋はスリット部を防錆塗装を行う。(Ｌ＝１００以上)

・振れ止め筋は鉛直スリット・水平スリット共Ｄ１０＠３００とする。

NO SCALEスラブ開口補強要領図

(30mm以上かつ

Ｗ１≧30かつ二次壁高さの1/100以上とする。

水平スリット範囲 水平スリット範囲

※水平スリット設置箇所は、直交する大梁上の壁まで水平スリットを設置すること。

NO SCALE壁スリット要領図 水平スリット範囲凡例 NO SCALE

NO SCALE
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A3=1:60 A3=1:60 A3=1:60 A3=1:60
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一級建築士　 第　 123921　 号

黒木　 博幸

㈲新建築設計事務所

鹿児島市建設局建築部建築課

  ㈲鎌田建築構造設計事務所

【構造設計図書の作成】

　構造設計一級建築士 第 3187号

　一級建築士 　　　　第89816号　鎌田 次雄

A3: 1/100架構配筋図
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X3通り架構配筋図
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梁二段筋のあきは１．５ｄ(ｄ：鉄筋径)とする。

柱の四隅にある主筋で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合には、フックを付ける。

梁仕口内ＨＯＯＰは＠１００とする。
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